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平成２８年１２月第４回八街市議会定例会会議録（第１号） 

………………………………………………… 

１．開議 平成２８年１１月２８日 午前１０時００分 

１．出席議員は次のとおり 

    １番 山 田 雅 士 

    ２番 小 澤 孝 延 

    ３番 角   麻 子 

    ４番 鈴 木 広 美 

    ５番 服 部 雅 恵 

    ６番 小 山 栄 治 

    ７番 木 村 利 晴 

    ８番 石 井 孝 昭 

    ９番 桜 田 秀 雄 

    10番 林   修 三 

    11番 山 口 孝 弘 

    13番 川 上 雄 次 

    14番 林   政 男 

    15番 新 宅 雅 子 

    16番 加 藤   弘 

    17番 京 増 藤 江 

    18番 丸 山 わき子 

    19番 小 菅 耕 二 

    20番 小 髙 良 則 

………………………………………………… 

１．欠席議員は次のとおり 

    12番 湯 淺 祐 德 

………………………………………………… 

１．地方自治法第１２１条の規定による会議事件説明のための出席者は次のとおり 

○市長部局 

・議案説明者 

市 長   北 村 新 司 

副 市 長   松 澤 英 雄 

総 務 部 長   武 井 義 行 

市 民 部 長   山 本 雅 章 

経 済 環 境 部 長   江 澤 利 典 

建 設 部 長   河 野 政 弘 
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会 計 管 理 者   勝 又 寿 雄 

財 政 課 長   會 嶋 禎 人 

国 保 年 金 課 長   和 田 文 夫 

高 齢 者 福 祉 課 長   吉 田 正 明 

下 水 道 課 長   山 本 安 夫 

水 道 課 長   金 﨑 正 人 

・連 絡 員 

秘 書 広 報 課 長   鈴 木 正 義 

総 務 課 長   大 木 俊 行 

社 会 福 祉 課 長   佐 瀬 政 夫 

農 政 課 長   水 村 幸 男 

商 工 課 長   市 川 明 男 

道 路 河 川 課 長   横 山 富 夫 

………………………………………………… 

○教育委員会 

・議案説明者 

教 育 長   加曽利 佳 信 

教育委員会教育次長   村 山 のり子 

・連 絡 員 

教 育 総 務 課 長   廣 森 孝 江 

………………………………………………… 

○監査委員 

・議案説明者 

監 査 委 員 事 務 局 長   吉 田 一 郎 

………………………………………………… 

○選挙管理委員会 

・議案説明者 

選挙管理委員会事務局長   大 木 俊 行 

………………………………………………… 

○農業委員会 

・議案説明者 

農業委員会事務局長   川 﨑 義 之 

………………………………………………… 

１．本会議の事務局長及び書記は次のとおり 

  事 務 局 長   藏 村 隆 雄 

  副 主 幹   小 川 正 一 
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  副 主 幹   中 嶋 敏 江 

  主 査   須賀澤   勲 

  主 査 補   嘉 瀨 順 子 

  主 任 主 事   醍 醐 文 一 

………………………………………………… 

１．会議事件は次のとおり 

 ○議事日程（第１号） 

                     平成２８年１１月２８日（月）午前１０時開議 

    日程第１ 会議録署名議員の指名 

    日程第２ 会期の決定 

    日程第３ 閉会中の継続審査の件 

         議案第１４号から議案第１９号 

         委員長報告、質疑、討論、採決 

    日程第４ 議案の上程 

         議案第１号から議案第１４号 

         提案理由の説明 

    日程第４ 休会の件 
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○議長（小髙良則君） 

  本日、平成２８年１２月第４回八街市議会定例会はここに開会される運びとなりました。 

  この定例会は、議案１４件が提出されることになっています。慎重に審議を尽くされ、市

民の負託に応えられますよう期待いたしますとともに、議会運営につきましてもご協力をお

願いいたしまして、開会のご挨拶といたします。 

  ただいまから平成２８年１２月第４回八街市議会定例会を開会します。 

  ただいまの出席議員は１９名です。議員定数の半数以上に達していますので、この定例会

は、成立しました。 

  これから本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程は配付のとおりです。 

  日程に入る前に報告します。 

  最初に、地方自治法第１２１条の規定に基づく出席者は配付のとおりです。 

  次に、決算審査特別委員長から付託事件の審査報告書が提出されましたので、その写しを

配付しておきました。 

  次に、１１月１７日までに受理した陳情１件につきましては、その写しを配付しておきま

した。 

  次に、監査委員から、８月、９月、１０月予算執行分に係る例月出納検査報告書が提出さ

れましたので、その写しを配付しておきました。 

  次に、市長の専決処分事項について、２件が議長宛てに提出されましたので、その写しを

配付しておきました。 

  次に、地方自治法第１０４条の規定により議会の代表として出席した会議等は配付のとお

りです。 

  次に、本日の欠席の届け出が湯淺祐德議員よりありました。 

  以上で報告を終わります。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員の指名は、会議規則第８８条の規定に基づき、林政男議員、川上雄次議員

を指名します。 

  日程第２、会期の決定についてを議題とします。 

  この件については、議会運営委員長より発言を求められておりますので、これを許します。 

○議会運営委員会委員長（林 修三君） 

  皆さん、おはようございます。本当に早いものでもうすぐ師走を迎えようとしております

けれども、平成２８年１２月定例会の会期等について話し合うために、去る１１月１８日に

議会運営委員会を開催し協議いたしましたので、その結果について報告させていただきます。 

  １２月定例会に上程される案件は、議案１４件であります。 

  また、一般質問の通告が１４人からありました。 

  以上の案件を審議するため、１２月定例会運営について話し合いましたが、その内容はお
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手元に配付してあります会期表のとおりでありますので、会期を本日から１２月１９日まで

の２２日間と協議決定いたしました。この会期等にご賛同を賜り、円滑な議会運営ができま

すよう、議員各位のご協力をお願い申し上げまして、議会運営委員長の報告とさせていただ

きます。 

  どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（小髙良則君） 

  ただいまの委員長報告のとおり、この定例会の会期は本日から１２月１９日までの２２日

間とすることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（小髙良則君） 

  ご異議なしと認めます。会期は２２日間と決定しました。 

  日程第３、閉会中の継続審査事件であります議案第１４号から議案第１９号を一括議題と

します。 

  これから決算審査特別委員会委員長の報告の後、委員長報告に対する質疑を行いますが、

質疑の範囲は、委員会の審査過程及び結果に対する質疑に限られ、議案の審議に戻るような

質疑はできませんので、ご了承願います。 

  決算審査特別委員長の報告を求めます。 

○決算審査特別委員会委員長（木村利晴君） 

  ご報告申し上げます。 

  決算審査特別委員会に付託されました、平成２７年度八街市一般会計歳入歳出決算、各特

別会計歳入歳出決算及び水道事業会計決算の認定について、審査の経過と結果をご報告いた

します。 

  本特別委員会は、先の平成２８年９月第３回定例会において設置され、同時に各会計決算

の認定について付託されました。 

  また、審査の都合により、閉会中の継続審査の議決を得て、去る１０月４日、５日、６日

の３日間にわたり、市長、副市長、教育長及び各関係部課長等の出席を求め、開催いたしま

した。 

  それでは、各決算ごとの審査結果を要約して、主なものをご報告申し上げます。 

  議案第１４号、平成２７年度八街市一般会計歳入歳出決算の認定についてです。 

  本決算は、歳入決算額２０４億２千２１５万８千８７９円、歳出決算額１９３億９千１７

８万３千３３円で、歳入歳出差引額は１０億３千３７万５千８４６円となりました。このう

ち６億円を財政調整基金に積み立て、４億３千３７万５千８４６円を平成２８年度に繰り越

しするものです。 

  審査の方法は、歳入全款を先議し、歳出は款ごとに審査しました。 

  審査の過程において、委員から、「平成２７年度における予算編成の基本的な考え方とし

て、市民満足度を得るために高めていくということでした。個々の事業についてどのような
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成果が得られたのかを分析し、明確にすることで次に活かすとしています。どのように評価

されているのか伺う」という質疑に対して、「平成２７年度の予算編成においての基本的な

考え方は、例年のことですが、歳入に見合った規模の通年型予算として編成しました。また、

単年度のみではなくて、将来を視野に入れた持続可能で効率的な財政システムを構築するた

め、事務事業の見直しを行い、無駄を排除しつつ、施策の厳選化と重点化を図った予算です。

その中でも、職員が自ら担当する全ての事務事業をゼロベースから見直しを行い、査定でも

１件ごとに行い、限られた財源を重点的、効果的に予算を配分し、緊急性、必要性のある事

業を執行してきました」。 

  歳出面ですが、「生活保護費、障害者自立支援給付費事業費等扶助費が約２億６千万円増

となっています。また、普通建設事業、大池第３雨水幹線事業整備事業の負担金、朝陽小学

校改築事業関係、実住小学校の施設改修等で約２０億円の減となっています。そのほかの目

的別歳出では、土木費は約５億６千万円の減、教育費は約１４億８千万円の減となっていま

す。実質収支額が約９億７千万円になり、うち６億円を財政調整基金に編入したところで、

基金に依存することのない決算となっています。そのほか、各種見直しを行いましたが特に

これといった大きなものはありませんが、各種料金の見直しを行っています。自主財源につ

いては、根幹である市税収入額の向上が重要であるという認識のもと、市税等徴収対策本部

を中心に全庁的な取り組みを進め、特に悪質滞納者に対する滞納処分の対策などを強化した

ところです。今後も行政改革推進本部を中心に、自主財源の確保に努めたいと考えていま

す」という答弁がありました。 

  歳入では、「八街駅北口の市有地の活用についてどのように考えているのか伺う」という

質疑に対して、「現在は、ご承知のとおり毎月第１日曜日に北口市で活用していますが、そ

のほかについては担当レベルでの検討会なり協議の場を今年度の後半に設けて、具体的な内

容まで打ち合わせをしたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「新たな財源をどうつくっていくか、ここがやはりこれからの八街の街づくりにつ

いては本当に大事だと思います。新たに何かを生み出すことは大事ですが、八街にある農業、

商業をいかに発展させるかが、地道な財源の創出になっていくと思うが、どのように考えて

いるのか伺う」という質疑に対して、「各種事業については、担当課おのおのが日々有効な

財源を見出したり、有効な財源を得た場合にはそれを有効に使用することの選択はしている

と考えています」という答弁がありました。 

  次に、「財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、平成２６年度９４．９パーセント、平

成２７年度９０．３パーセントと改善した理由をどのように分析しているのか伺う」という

質疑に対して、「歳入では、地方交付税、地方消費税交付金が当初予算より増額となり、歳

出では、人件費の削減が大きな要因です」という答弁がありました。 

  次に、「今後、地方交付税はトップランナー方式の導入によって地方交付税額が決定する

方向ですが、本市の影響について伺う」という質疑に対して、「実際には、今までも基準と

なる数字があり、基準に満たない場合や、範囲に入っている場合には系数を使用する算式で



－７－ 

すので、多少なりとも加算、減算はあります。国が全体の予算をどのぐらい計上するかが、

大きな影響になりますが、人口の減少、各事業の実施の規模、公債費の状況により変動する

ものもあります。全体として国の予算が縮小されていけば、当然八街市も減っていくことに

なると思いますし、八街市が対象事業を行っていくとか、人口が増えていくことになれば、

増えていく可能性もあります。その逆の立場として、歳入が入れば入る分だけ交付税は減っ

ていきます。八街市の手法によって左右するものも含めた中でも、やはり総論としては減っ

ていくのではないかと予想しています」という答弁がありました。 

  次に、「応援寄附金によるまちづくり基金の状況を伺う」という質疑に対して、「平成２

７年度の寄附件数は５４８件、８５０万６千７２３円です。返礼品としては５６７件分、１

６５万１千４０４円となります。積立については、４７２件、６５６万２千１４７円となり

ました」という答弁がありました。 

  次に、「市税については、収納率は上がっているが、法人の市税収は減っています。今後

の見通しを伺う」という質疑に対して、「法人市民税の減収は、消費税の引き上げに伴う駆

け込み需要が落ちついたことと、法人税の実効税率が１２．３パーセントから９．７パーセ

ントに下がったことにあり、その影響は平成２８年度も続きます。平成２９年度以降は横ば

いに落ちつくと思いますが、平成３１年の１０月１日に、さらに法人市民税の実効税率が６

パーセントに引き下げられる予定になっており、また同じような現象が起こると考えていま

す」という答弁がありました。 

  次に、「市税滞納者への学資保険等の差し押さえ状況を伺う」という質疑に対して、「平

成２７年度の差し押さえ件数は、平成２６年度と比較しまして４９件の増の３８４件です。

内訳としては、特に預貯金が１５１件ということで、前年度の１３２件から増えています。

給与の差し押さえも、前年度の４９件から１２７件と、かなり増えています。学資保険につ

いては、平成２７年度３件差し押さえをし、１件は全額納付、１件は分納誓約、１件は本人

の申し出により解約し、税金に充てていただきました」という答弁がありました。 

  次に、「住宅使用料の収入未済額の内容を伺う」という質疑に対して、「現年分は、調定

額４千６９４万３千１３０円に対して、収入済額４千５２１万６千７３０円、収納率は９６．

３パーセントでした。滞納繰越分は、調定額１千９８４万８千７５０円に対して、収入済額

１０３万４千２１０円、収納率は５．２パーセントでした。駐車場使用料の収納状況は、調

定額２８６万６千４５０円に対して、収入済額２４１万９千５９０円、収納率は８４．４パ

ーセントでした」という答弁がありました。 

  次に、「給食事業収入の過年度分の内容を伺う」という質疑に対して、「過年度分の収入

未済額は、平成１７年度から平成２６年度までの未納額合計で、４千９５３万５千５３８円、

未納者数につきましては、延べ１千８１９人となります。未納対策として、過年度分にもか

かわらず、電話催促、臨戸、督促状及び学校からのアドバイスをいただきながら分割納付等

の相談も行っています」という答弁がありました。 

  次に、歳出２款総務費では、「職員の健康診断業務の結果を伺う」という質疑に対して、



－８－ 

「受診数は、正規職員は２０９人、臨時職員１０５人になります。人間ドック受診数を含め

ると、正規職員は４９４人になります。再検査等が必要な職員には、総務課より通知をして

います」という答弁がありました。 

  次に、「職員心理相談業務では、相談件数と心の病気で休んでいる職員は何人いるのか伺

う」という質疑に対して、「メンタルヘルスの関係で相談を受けている職員は、平成２７年

度は集団カウンセリングや個別のカウンセリングを６名が受けており、メンタル面で休んで

いる職員は５名になります」という答弁がありました。 

  次に、「市民参加協働事業は、これから街づくりをしていく中で、いかに市民参加をいた

だき、行政と市民の皆さんが協力していくかが街づくりの要になると思います。市民の皆さ

んの協働をいただくために、どのような方策を考えているのか」という質疑に対して、「市

の各事業は、今後、市民参加型の市民協働がなくては難しいものと考えています。現在、ま

ちづくり市民講演会や、職員研究会・研修会等を行っており、今年度は、防災関係を中心と

した講演会を行います。区会等で市民協働の参加について、いろんな形でお願いし、さまざ

まな事業が展開できればと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「職員研修は、人事評価制度の研修会、民間人校長の６年間の軌跡、派遣研修とい

う形で研修会を行っていますが、ほかには実施されていないのか伺う」という質疑に対して、

「職員研修は、ほかに新規採用職員の研修、行政対象暴力対策研修会、新規採用職員ステッ

プアップ研修、税に対する基礎知識研修などほかにも実施しています。また、職員から参加

したい研修の話があれば、取り入れていきたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「山田台郵便局での住民票等の利用者数の推移を伺う」という質疑に対して、「平

成２４年度３７８人、平成２５年度３９７人、平成２６年度４５４人、平成２７年度３９８

人です」という答弁がありました。 

  次に、「戸籍住民基本台帳及び在留関連事務費では、外国人住民が、平成２８年３月末現

在で１千６７０名いるとのことだが、八街市の傾向を伺う」という質疑に対して、「外国人

住民は増える傾向にあります。平成２５年度末の外国人住民人口は１千５０９人、平成２６

年度末では１千５９２人となります。平成２７年度の国籍別の主なものは、中国３４４人、

フィリピン３２９人、ペルー１４７人、韓国１４０人、タイ１１０人です」という答弁があ

りました。 

  次に、「庁舎清掃業務の委託は、公平な契約がされているのか伺う」という質疑に対して、

「日常清掃については、特定随意契約によりシルバー人材センターと各年同様に契約してい

ます。定期清掃については、今年はまだ契約はしておりませんが、過去５年間は別会社との

契約です」という答弁がありました。 

  次に、「庁舎整備では、庁舎の正門から入った駐車場の路面標示が消えていて、指示どお

りに進めない方がいます。交通事故が起きないよう改修する予定はないのか伺う」という質

疑に対して、「まだ決定はしていませんが、庁舎を利用する方の駐輪場は、国旗と市旗を掲

揚するポールの前に用意しておりますので、近いうちに正門を入って右側の道路沿いにある
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駐輪場の危険な屋根の撤去を考えています。今後は、駐輪場も含めた中で、有効な駐車スベ

ースを確保するよう検討し、路面表示もあわせて実施できればと考えています」という答弁

がありました。 

  次に、「市長交際費については、八街市民一人当たりの地方税額は９万７千２６８円であ

り、南房総市に次いで下から２番目です。本当に所得が低い状況が続いています。そういう

中で、市長交際費は本当に市民の皆さんの所得、収入にあった市長交際費なのか伺う」とい

う質疑に対して、「基本的な考え方として、市民の所得、収入に応じた交際費かどうかとい

うことは、交際費支出にあたり検討はしていません。あくまでも、市長交際費は、市を代表

して市長が対外的な面であったり、行政執行上必要と思われるものについて支出をするもの

です。交際費の支出にあたりましては、交際費支出基準内規等に基づいて適正に支出をして

いるところです」という答弁がありました。 

  次に、「グループタクシーが始まりますが、利用条件は、６５歳以上及び所得制限がある

ので、ふれあいバスの利便性を高めていくことが大事と思うが、どのように考えているのか

伺う」という質疑に対して、「平成２７年度に八街市地域公共交通網形成計画を作成してお

り、その中でふれあいバスは交通結節点の強化、または利便性に重点を置いて、実施計画を

作成中です。ＪＲ八街駅南口にターミナルを移動して利便性を高め、各路線の運行時間も速

達性をもって運行できるよう、再編を進めているところです」という答弁がありました。 

  次に、「防犯灯の設置要望数と設置数を伺う」という質疑について、「設置要望５２灯に

対して、現地調査・基準に照らしあわせて、新規設置は４０灯となっています」という答弁

がありました。 

  次に、「社会保障・税番号制度システム整備事業費は、平成２７年度までに、市は幾ら負

担したのか伺う」という質疑に対して、「システムの整備事業費と個人番号のカードを配付

する事務費を含めました金額では、約９千９２４万２千円で、うち一般財源は１千６６８万

４千円です」という答弁がありました。 

  次に、「市税過誤納還付金及び返還金の内訳を伺う」という質疑に対して、「主なものは、

法人市民税の平成２６年度課税分の還付として１千１８７万１千５００円です。比較的額の

大きい確定申告が昨年度はあったことから、１千万円強の還付が生じたものと考えています。

合計としては、２千９３６万円ほどの還付です」という答弁がありました。 

  次に、歳出３款民生費について、「障害者自立支援給付事業は充実されてきている感じが

します。利用しやすい環境になってきているのか伺う」という質疑に対して、「障害者自立

支援給付事業費は毎年増加しています。サービスが必要でありながら、サービスにつながっ

ていなかった方たちに徐々に支援の手が伸びています。受け皿になる施設も平成２６年度か

ら２７年度は、児童関係の施設、就労関係の施設、グループホーム等の新設がされています

ので、サービスを利用しやすい環境になっていると考えています」という答弁がありました。 

  次に、「日中一時支援事業費の内容を伺う」という質疑に対して、「障がいのある方の家

族の就労支援、家族の介護の一時的な休息、また家族が冠婚葬祭などの用事ができたときの
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一時的な預かりの場として、主に生活介護等を行っている通所施設にて、市の支給決定を受

けてからご利用していただいています。利用料は、市と施設で協定を結んでおり、利用者の

所得によって負担が決定します。昨年度は５５８名が利用されました」という答弁がありま

した。 

  次に、「障害者自立支援給付事業では、障がい者の方にとっては、６５歳の壁というもの

があり、６５歳になると障がい者の福祉ではなく介護保険を使うのが基本になり、利用料が

高くなってしまいます。このことでの相談等の状況を伺う」という質疑に対して、「障がい

にしかないサービスの場合は、継続して障がいのサービスを利用できますし、高齢のサービ

スだけで不足部分は、障がいのサービスが利用できることになっていますので、その移行に

関して問題になった話は聞いていません」という答弁がありました。 

  次に、「地域生活支援事業に要約筆記は掲載されていませんが、何の事業で実施している

のか」という質疑に対して、「地域生活支援事業費のコミュニケーション支援事業で、手話

通訳の派遣と要約筆記の派遣を無料で行っています」という答弁がありました。 

  次に、「敬老事業は社会福祉協議会に委託したことによって、工夫をしながら敬老会が行

われていると思いますが、状況を伺う」という質疑に対して、「地区社協の方が中心になっ

て、この敬老会を行っていただいています。地域の役員の方あるいは婦人会の方、場所によ

っては小・中学校の生徒による演奏会を行うなど、地域参加という観点から実施をしていた

だいています」という答弁がありました。 

  次に、「現在、おやこサロンはかなり充実され、お母さんたちは楽しく過ごし、子育て相

談もされています。利用状況と利用されていない方にどのようにお知らせしていくのか伺

う」という質疑について、「昨年８月におやこサロンひまわりを開設し、利用者も確実に増

えています。平成２７年度は２千４１１名の方が利用されています。今後も、広報紙などや

健康増進課で実施している健診の際にアピールしていきたいと思っています」という答弁が

ありました。 

  次に、「保育園の遊具の保守点検は実施されているのか伺う」という質疑に対して、「平

成２８年度から業者委託により実施しています」という答弁がありました。 

  次に、「ＤＶ被害への対応はどのような形になっているのか伺う」という質疑に対して、

「基本的には、家庭児童相談室の家庭児童相談員や母子婦人相談員が対応しており、相談を

受けた上で身の危険を感じることがあれば、避難施設の方につなげています。平成２７年度

のＤＶ相談件数は延べ９１件でした」という答弁がありました。 

  次に、「母子生活支援施設入所委託料の増えている理由等を伺う」という質疑に対して、

「母子生活支援施設は、現在３カ所で３世帯が施設に入所されています。一番古い方ですと、

平成２４年１２月から入所されている方がいらっしゃいます。平成２７年度２月から１世帯

増えましたので、全体的に経費が増えています」という答弁がありました。 

  次に、「保育園についてですが、通園しているお子さんは増えているのに、正規の保育士

が減っています。どのように対応しているのか」という質疑に対して、「全国的に今は保育
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士不足ということが言われており、八街市も例外ではありません。正規職員の募集をしても、

実際に応募がないので、臨時保育士に頼らざるを得ない状況です。臨時職員数、フルタイム

と短時間保育士合わせて平成２６年度は３９名でしたが、平成２７年度は４８名となり、９

名増員されています」という答弁がありました。 

  次に、「つくし園の年間の利用状況が、平成２６年度と比べて減少している事情を伺う」

という質疑に対して、「運営している側では、人数が減った実感はありませんが、平成２６

年度は妊婦の方が多くいたので、ボランティアの方に１歳を過ぎたお子さんを見ていただく

事情がありました。平成２７年度はこのようなことの減少により、延べ人数は減少しました

が、登録数自体の変動はあまりありません。やはり、その年その年の流れがあります。今年

は０歳児が３人登録していますし、１歳児がとても多いので、来年、再来年は２歳児、３歳

児が多くなると思います。健康増進課から早目に療育をした方がいいということで、見学の

方がどんどんいらっしゃいますので、早い時期から療育を受けることができていると思いま

す」という答弁がありました。 

  次に、「市社会福祉協議会活動促進費は、前年度と比較すると約１千万円減額されている

理由と、委託事業に影響はないのか伺う」という質疑に対して、「財政的なこともあり、社

会福祉協議会が以前から用意されておりました基金を取り崩していただきました。委託事業

と補助金は別途なものですので、影響はないと考えています」。 

  次に、「生活困窮者自立支援事業の実績を伺う」という質疑に対して、「新規の相談件数

は２４８件で、うちプラン作成件数は７１件になります。また、就労に結びついたものが４

８名、収入が増えたという方は１１名、生活保護の受給者の就労支援が６名、生活保護の受

給となったものの相談が１１名になります」という答弁がありました。 

  次に、「生活保護の生活扶助の状況を伺う」という質疑に対して、「生活扶助については、

平成２６年度、延べ９千８６６人、月平均にしますと８２２人です。平成２７年度は、延べ

９千９２９人、月平均８２７人となり、約２４０万円増額となっています」という答弁があ

りました。 

  次に、「総合保健福祉センターの管理では、階段の安定器の調子が悪いという張り紙がこ

こ数年張られているところがります。改修予定はないのか伺う」という質疑に対して、「明

るい日等は節電に努め消灯しているものもありますが、安全面を考慮して危険なところは順

次修繕等の対応をしたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、歳出４款衛生費について、「健康教室などの講演会の実績について伺う」という質

疑に対して、「主なものは、生活習慣病予防講演会を１回開催し、３８名の参加や、街の健

康相談教室として骨密度測定等を４回開催し、延べ１５６人の参加でした。また、健康推進

員がメインになって実施する地区伝達講習会は１３回開催し、２０８名の参加でした」とい

う答弁がありました。 

  次に、「健康推進をしていくには、国民健康保険担当者と連携が必要だと思います。どの

ような状況か伺う」という質疑について、「現在、特定健診を国保年金課と健康増進課の共
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同事業のような形で取り組んでいます。特定健診で糖尿病の予備群等になっている方に対し

て指導教室を年４回開催しています」という答弁がありました。 

  次に、「予防接種事故防止研究調査費負担金はかなり負担が多いと思うが、事業内容を伺

う」という質疑に対して、「印旛市郡医師会との覚書に基づく予防接種事故防止関係の研究

調査費に要したもので、予防接種事故健康被害が発生した場合の原因究明や、事故防止に向

けた勉強会の開催、予防接種関係の図書購入などであり、印旛市郡医師会への負担金となり

ます」という答弁がありました。 

  次に、「子ども医療費助成事業は、自己負担が１００円上がり、３００円になりましたが、

この影響を伺う」という質疑に対して、「昨年の８月１日から市県民税所得割の課税世帯は、

自己負担額を３００円に引き上げました。平成２８年３月現在引き上げによる影響者は、受

給券交付数８千８４０人のうち６千７１５人が対象者となりました。平成２７年度は扶助費

２億１千３１７万４千２９１円、平成２６年度は２億６６８万５千１５８円で、約６５０万

円ほど増えていますので、診療の控えはないと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「後期高齢者医療健診の受診率を伺う」という質疑に対して、「平成２７年度は、

推計対象者が５千９１８人、受診者が１千３４５人で、受診率が２２．７パーセントとなっ

ております。平成２６年度が２０．２パーセント、平成２５年度は１７．５パーセントとい

うことで、若干ですが上向いています」という答弁がありました。 

  次に、「市民の健康増進に力を入れていくには、職員が足りないと思います。現状を伺

う」という質疑に対して、「健康増進課の保健師の配置状況になりますが、八街市の人口に

占める保健師の割合は、６千５８２人に一人、佐倉市が７千６９５人に一人、成田市が８千

７９３人に一人、四街道市が６千１１８人に一人という状況を見ますと、一概に低い状況で

はないと認識していますが、健康づくりは市の重要問題でありますので、事業の推進と関連

して保健師の増員についても考えていきたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「予防接種のワクチンが足りないケースがあると聞きますが、現状を伺う」という

質疑に対して、「平成２７年度は希望どおり接種できていますので、不足はなかったものと

考えています。今年度については、現在、日本脳炎ワクチンが市場に出回っている数が少な

いということで、医院によっては在庫が足りない状況になっています」という答弁がありま

した。 

  次に、「１歳６カ月児健康診査と３歳児健康診査の受診率と、未受診の方への対応を伺

う」という質疑に対して、「１歳６カ月児健康診査は、受診件数が３９１人で、受診率９３．

８パーセント。３歳児健康診査は、受診者が３６４人で、受診率８５．４パーセントです。

未受診については、母親の就労等いろいろ問題がありますが、担当保健師等が連絡をして受

診の機会の確保や、市内の保育園にも連絡をして勧奨に努めています」という答弁がありま

した。 

  次に、「産業廃棄物不法投棄監視業務による通報件数等を伺う」という質疑に対して、

「平成２７年度の実績では、区で発見した件数は５２件で、うち区で処理した件数が３９件、
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市で処理したのが１３件です。５２件のほとんどが一般家庭のゴミでした。また、警備会社

に委託している方でもほとんどが家庭用ゴミで、４８件の報告があり市で処理をしました」

という答弁がありました。 

  次に、「自動車騒音常時監視業務の内容を伺う」という質疑に対して、「２４時間の騒音

調査及び交通量調査で、昼と夜、それぞれ各２回、１カ所につき１０分間ずつ計４回の調査

をするもので、平成２７年度の調査対象線は、東金道路の側道滝台地先、国道４０９号文違

地先、県道停車場線ほ番地の調査をしています」という答弁がありました。 

  次に、「地下水の水質調査業務は南部地区６０カ所とのことですが、昨年度より減少して

いる理由を伺う」という質疑に対して、「平成２６年度と比較すると１７０万円の減額とな

っています。これは、水質検査の項目を平成２６年度までは４４項目でしたが、平成２７年

度からは２６項目に変更しことによります」という答弁がありました。 

  次に、「塵芥処理費の光熱水費は、昨年と比較してどのような変化があるのか伺う」とい

う質疑に対して、「平成２６年度は１億２千５７６万８千２９６円、平成２７年度は１億８

５２万９千２８７円となり、１千７２３万９千９円の減になりました。この主な要因は、施

設の電気料金が約１千６００万円減額となっています。平成２６年度までは最高使用電力量

を１千１００キロワットで設定していましたが、平成２７年度は１千キロワットに下げたこ

とによります」という答弁がありました。 

  次に、「リサイクルに対してすごく積極的に行っていますが、平成２７年度はどのような

取り組みをされたのか」という質疑に対して、「平成２７年度につきましては、まず市役所

から取り組みました。各課及び各小・中学校を対象に、雑紙に力を入れるようにしました。

その上で、市民にも広報やちまたにおいて、雑紙の回収あるいは古紙の回収についての周知

を行ったところで、平成２７年度は雑紙については若干増えました。平成２８年度は、４月

の部課長会、また小・中学校教頭会で再度徹底を行わせていただき、クリーンセンターへの

直接搬入時には、クリーン推進課の職員がごみの状況を確認し、分別が行われていない場合

は分別指導を行っています。市民や事業者についても、管理委託業者を通して分別徹底のチ

ラシを配布するとともに、段ボール箱に入れて捨てることがないように徹底しています。ま

た、許可業者に関しては、搬入時に職員がごみの確認を行い、分別状況が悪い場合は直接あ

るいは会社への指導を行っています。さらに、広報やちまたを活用し、４月から８回ごみの

減量化等について掲載し、市民に啓発を行いました。その結果、平成２８年度になりますが、

古紙の搬入量を４月から８月まで、平成２７年度と比較しますと、収集古紙が約２５トン、

直接搬入古紙が約４６トン、合計で約７１トン増加しております。平成２７年度から取り組

んできた結果がこのような形で出ていると考えています」という答弁がありました。 

  次に、「焼却施設管理業務は、大きな予算が必要ですが、削減できないのか伺う」という

質疑に対して、「業務の内容をしっかり精査をし、省けるものは省き、また、省けないもの

もあるで、入札に付していく中で経費の削減に努めたいと考えています」という答弁があり

ました。 
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  次に、歳出５款農林水産業費について、「畜産農家の軒数と家畜改良事業の内容を伺う」

という質疑について、「畜産農家の軒数は、乳牛が１７軒、８２８頭、肉牛が４軒、５２３

頭、養豚が５軒、９４８頭、養鶏の肉、卵を合わせて３軒、４千１５６羽になります。家畜

改良事業は、後継牛を育てるための精液導入に対する補助になり、精液の数では６６３本に

補助を行ったところです」という答弁がありました。 

  次に、「落花生種子更新事業の軒数及び効果を伺う」という質疑に対して、「補助をした

農家の件数は、平成２６年１０件で１５０キロ。平成２７年度も１０件で２５０キロという

ことで、件数は変わりありませんが量は増えています。効果については、自家種を繰り返し

ていると品質が落ちるあるいは収量が減ってくる弊害がありますので、例えば３年に一度な

りの周期で原種を導入していただき、収穫量、品質の確保を図っていただくものです」とい

う答弁がありました。 

  次に、「園芸用廃プラスチックの回収量が年々減っていますが、農家さんが廃業していく

影響があるのか状況を伺う」という質疑に対して、「農家さんが減っていることも要因の１

つとは考えられますが、例えば１年で廃棄するものを２年使用するなどの工夫をされ、排出

量が減っているところもあると考えています」という答弁がありました。 

  次に、「北総中央用水土地改良事業は、今後どのようになるのか伺う」という質疑に対し

て、「北総中央用水土地改良事業推進費は、推進協議会負担金、北総東部用水の共用施設の

維持管理負担金、また土地改良区の運営費補助金になり、これについては、県営事業等にな

りますが、受益が張り付けば受益者からの負担で賄っていくことになりますので、減ってい

く状況になると思います」という答弁がありました。 

  次に、「北総中央用水の管の破損について伺う」という質疑に対して、「昨年度、富里地

先の本管で漏水事故が発生し、本年６月にもほぼ同じ場所で、同様の事故が起こりました。

漏水事故が２年続けて発生していますので、推進協議会を中心に、関東農政局へ安全管理の

徹底について要望書を提出したところです」という答弁がありました。 

  次に、「有害鳥獣駆除対策では、被害はどのくらいあったのか伺う」という質疑に対して、

「農作物の被害は金額で３６１万９千円、面積では５５８アールになります」という答弁が

ありました。 

  次に、「現在、農地が太陽光発電にかなり展開しているんですが、状況を伺う。」という

質疑に対して、「農地法の第４条の土地所有者自ら農地転用をする場合、また第５条の所有

権の移転を伴う農地転用を行う場合に、農業委員会に申請し、審査を行い、意見を付して県

に書類を提出し、許可を得ることになります。太陽光の申請件数は、平成２６年が６４件、

平成２７年も６４件、今年度は９月末現在で２５件という状況です」という答弁がありまし

た。 

  次に、歳出６款商工費について、「シルバー人材センターの会員数を伺う。また、会員確

保に向けてどのような努力をされているのか」という質疑について、「会員数は、平成２８

年３月３１日現在で２９５名、平成２７年３月３１日現在で３０９名という状況で、若干減
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っています。会員確保に向けては、各区等にパンフレットの配布、また各種イベント等でＰ

Ｒ活動を行い、会員数の確保に努めています」という答弁がありました。 

  次に、「商店会街路灯電灯はＬＥＤ化がかなり進められているが、状況を伺う」という質

疑に対して、「商店会街路灯電灯料補助事業補助金で、ＬＥＤ化の状況を見ると、平成２５

年度は２２０万円台、平成２６年度は１７０万円台、平成２７年度は１００万円台を切ると

いう形になっているので、ＬＥＤ化の効果があらわれていると認識しています。しかし、３

つの商店街では、会員数が少なくＬＥＤ化になっていません」という答弁がありました。 

  次に、「市観光農業協会補助金の効果を伺う」という質疑に対して、「例年観光農業協会

は、毎月１回、浦安市で本市のＰＲとして「ぼっち」と一緒に外交販売をしています。また、

平成２７年度は農業体験ツアーを８回開催し、市外３２２人の方が参加しました」という答

弁がありました。 

  次に、「消費生活対策費では、相談件数を伺う」という質疑に対して、「受け付け件数は

平成２６年度５０１件、平成２７年度は５２６件です。また、本年９月末が２７９件で、

年々増加しています」という答弁がありました。 

  次に、「就労支援事業は、毎年あまり進展がないと感じますが、どのような状況か伺う」

という質疑に対して、「情報提供している「ジョブ・ナビ・やちまた」により、就労支援と

して企業の募集等をしている状況ですが、平成２７年度は、パソコンによるアクセスが約２

万件、携帯においては約４万件アクセスされています。利用者は、正規の職を希望者してい

る方が多い中、求人情報は臨時やパートの募集が多い状況で、双方が合致した組み合わせに

はなっていないと認識しています」という答弁がありました。 

  歳出７款土木費について、「道路整備事業費の一区５０号線の整備事業は実際いつから始

まるのか伺う」という質疑に対して、「現場は、平成２８年度から実施いたします」という

答弁がありました。 

  次に、「道路排水施設整備事業では、現在の調整池では足りていないので、今後増やす計

画を立てていく必要があると思うが、いかがか」という質疑に対して、「平成２７年度決算

では２本発注しています。今後、土地の地権者もいらっしゃいますので、その辺を加味しな

がら検討したいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「住宅リフォーム助成補助は大変経済波及効果があるとのことですが、平成２７年

度の状況を伺う」という質疑に対して、「住宅リフォームの申請件数は４２件、総事業費は

６千３７３万１千６８１円で、うち補助金として３７１万６千円を市から支出しています。

経済波及効果としては、市の補助金の１７．１倍です」という答弁がありました。 

  次に、「住宅維持管理費では、市営住宅の空き状況を伺う。また、古い住宅の安全対策を

伺う」という質疑に対して、「現在４４１戸管理しています。うち、募集を行っているのが

２６０戸あり、入居戸数が２０１戸、空きは５９戸です。安全面については、築６０年たっ

ている団地もありますので、入居者には移転交渉を今後していきたいと考えています。建て

替え計画などについては、高齢化が進む中で、高齢者向け住宅の必要性も認識していますが、
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まず既存の九十九路団地、長谷団地の老朽化が進んでいるので、来年度長寿命化計画を策定

したいと考えています。また、将来的には人口減少、社会情勢や市の財政状況などを踏まえ

て、住宅施策をどのように進めていくか検討する必要があると考えています」という答弁が

ありました。 

  次に、「八街駅南口の第１駐輪場は空きが目立ちます。現在は有料ですが、無料にするか、

安くして利用していただく方が有効的と思うが、いかがか」という質疑に対して、「駅前の

広場から全ての見直しをかけないといけないところもありますので、今後検討したいと考え

ています」という答弁がありました。 

  次に、「遊具定期点検業務の内容を伺う。また、遊び場雑草刈り取り業務が掲載されてい

ないが状況を伺う」という質疑に対して、「各公園に設置してある遊具のさびや摩耗関係の

安全確認で、平成２７年度は２３７基の点検を実施しました。子どもの遊び場の雑草刈り取

り業務は、川上幼稚園に隣接した遊び場になりますが、平成２７年度は地元の方がボランテ

ィアで実施していただきました」という答弁がありました。 

  次に、歳出８款消防費について、「障害がある方や障害弱者と言われる方たちの避難場所

についてどのように考えているのか」という質疑に対して、「要援護者や高齢者などの福祉

避難所として指定している施設はありませんが、地域防災計画の中で老人福祉センターを高

齢者向け、また、つくし園を乳幼児や母子向けの福祉避難所の設置予定として、防災計画で

は明記しています。今後は、民間の高齢者施設や障害者施設と協定を締結し、災害時には被

災した方を受け入れてもらうよう連携を進めたいと考えています。また、各避難所に要援護

者用スペースの確保や、現在協議を行っている災害時における福祉用具の提供協力に関する

協定では、ベッドなどの福祉用具を提供いただけることになっています。現在、市内の避難

所を指定避難所とする作業を順次行っていますので、福祉避難所としての基準を確認しなが

ら、指定についての作業を進めたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「防災行政無線が聞き取りにくい場所がありますが、障害者施設や高齢者施設、障

がい者のいる家庭には、防災無線を貸し出しすることも必要と思うが、いかがか」という質

疑に対して、「防災無線が聞こえづらいという地域は確かにありますので、本市では、登録

制の八街発信メールや防災無線の放送を確認することができるテレフォンサービス、エリア

メールなどの配信など、多様なお知らせの体制を整えているところです。高齢者や要援護者

には防災ラジオなどの戸別受信機が有効な手段ですので、デジタル対応できるような仕組み

について調査研究したいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「防火水槽撤去工事は、老朽化した１０トンの防火水槽を２基撤去したとのことだ

が、場所を伺う」という質疑に対して、「通学路等で危険な防火水槽でしたので撤去しまし

た。５区の消防機庫付近と２区になります」という答弁がありました。 

  次に、「防火水槽を撤去しても水利に影響はないのか」という質疑に対して、「老朽化が

激しいので撤去しましたが、付近に防火水槽が既に設置されていますので、水利に問題はな

い」という答弁がありました。 
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  次に、「自主防災組織が、平成２７年度は２カ所組織されたとのことだが、現在何カ所の

自主防災組織が生まれているのか伺う」という質疑に対して、「市内には１１団体あり、現

在１～２団体で検討されています。地区の事情等もありますが、自主防災組織の実現に向け

て出前講座を実施し、自主防災の必要性を今後も周知していきたいと考えています」という

答弁がありました。 

  次に、歳出９款教育費について、「校内適応指導教室が八街東小学校にも設置され、大き

な力になっていると思うが、何名通っているのか伺う」という質疑に対して、「八街東小学

校の適応指導教室には、現在３名のお子さんが通っていると聞いていますが、随時増減があ

ります。学校やナチュラルの方へ足が向かないお子さんたちには、学校訪問相談員が頻繁に

家庭訪問して、本人やご家族と会ってお話をして、少しでも学校復帰に向けて取り組んでい

るところです」という答弁がありました。 

  次に、「不登校の問題について、大変努力されていますが、平成２７年度の不登校は前年

度と比較してどのような状況か伺う」という質疑に対して、「平成２７年度末の不登校率は、

小学校で０．９９パーセント、中学校で６．０５パーセントとなり、横ばいの状態が続いて

います」という答弁がありました。 

○議長（小髙良則君） 

  委員長報告の途中ですが、ここで会議を１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時５９分） 

（再開 午前１１時１０分） 

○議長（小髙良則君） 

  再開します。 

  休憩前に引き続き会議を開きます。 

○決算審査特別委員会委員長（木村利晴君） 

  では、引き続き報告をいたします。 

  次に、「教材備品への予算措置では、文部科学省も新たな計画を示し、小学校１校に対す

る平均予算は３１６万円としていますが、本市は平成２７年度の決算額が１６９万６千円と

なり、はるかに下回っています。教育の充実ということでは、財源を確保していくことが必

要と思うんですが、どのように考えているのか」という質疑に対して、「ここ数年、少しず

つ減額しているところですが、各学校現場で工夫と努力をしながら、使用しているところで

す。今後については、必要に応じて要望したいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「児童用・生徒用図書は、文部科学省が示している標準に届いていない学校があり

ますが、どのような状況か伺う」という質疑に対して、「未達成の学校は、朝陽小学校、川

上小学校、中央中学校、八街北中学校の４校になりますが、この４校については、予算の範

囲内で他校に比べて少し多目の予算配分をして、今後も全校達成に向けて要望したいと考え

ています」という答弁がありました。 

  次に、「発達障害早期継続支援事業では、発達障害の疑いのある児童生徒は、全国的な統
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計で考えるとクラスで大体４人ぐらいいると言われています。実際、何名なのか。また、引

き継ぎシートは、何人作成されているのか伺う」という質疑に対して、「発達障害は検査が

できませんが、大体クラスで６．５パーセント程度のお子さんと把握しています。引き継ぎ

シートについては、全児童分作成しますが、中学校につないだお子さんは３名です」という

答弁がありました。 

  次に、「ゲストティーチャー事業の内容を伺う」という質疑に対して、「総合的な学習の

時間、生活科、社会科などにおいて、幅広い経験や優れた知識、技術等をお持ちの地域の方

や社会人の方をお招きし、子どもたちに社会性や職業観等の育成を目的にお話をしていただ

いたり、実技指導していただいております」という答弁がありました。 

  次に、「教職員の方の健康診断は、共済組合健康保険組合で実施していないのか伺う」と

いう質疑に対して、「八街市が事業主になるので、健康診断を夏休みに行っています」とい

う答弁がありました。 

  次に、「社会教育委員、社会教育指導員、家庭教育指導員による不登校対策の状況を伺

う」という質疑に対して、「家庭教育相談、学校教育相談及び平成２７年度に開設した八街

市教育相談ダイヤルにおいて、さまざまな相談を受けています。内容によっては、県が設置

している子ども・若者総合相談センターやひきこもり地域支援センター等に就労相談も含め

て、幅広い相談内容に応じています」という答弁がありました。 

  次に、「１１０番支援事業は、約１千９００件の方にご協力をいただき、こども１１０番

の看板を設置しているとのことですが、看板設置の更新はどのような対応をしているのか伺

う」という質疑に対して、「この事業は市ＰＴＡ連絡協議会で行っていますので、その中の

推進委員会で対応をお願いしています。更新については、全世帯に確認をとることはできま

せんので、広報やホームページで呼びかけて看板の撤去、更新を行っています」という答弁

がありました。 

  次に、「たけのこの里管理業務委託は、どこに委託しているのか伺う」という質疑に対し

て、「シルバー人材センターに年間４６日間管理業務を委託しています」という答弁があり

ました。 

  次に、「中央公民館はかなり古くなっています。今後の整備計画と八街バイパスによる駐

車場の影響を伺う」という質疑に対して、「整備については財政課と十分協議して整備を進

めていきたいと考えています。駐車場については、バイパスにより２０台削られましたが、

２６台分確保できました」という答弁がありました。 

  次に、「ＡＥＤの賃借ですが、市民体育祭、ピーナッツ駅伝では何台借りたのか」という

質疑に対して、「市民体育祭では１台で１週間、ピーナッツ駅伝は２台で、ロードレースと

あわせて１カ月間になります」という答弁がありました。 

  次に、「市民体育祭の運営について、見直しの意見もありますが、どのように考えている

のか」という質疑に対して、「今年度からの３年間は縮小の方向で実施し、各体育団体と協

議を重ね、検討していきたいと考えています」という答弁がありました。 
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  次に、「学校開放推進費の学校プールの開放は、何人利用したのか伺う」という質疑に対

して、「北中学校では１千２６０人、南中学校は５１０人、合計１千７７０人です」という

答弁がありました。 

  次に、歳出１１款公債費について、「公債費の今後の見通しを伺う」という質疑に対して、

「平成２７年度に策定している中期財政推計によると、平成３０年度までは約１パーセント

から２パーセントずつ減額となる予定ですが、平成３１年度は、前年の平成３０年度と比較

すると４パーセント程度増額になります。この要因は北総中央用水関係の負担の分、また榎

戸駅の整備関係が主なものになります」という答弁がありました。 

  次に、反対討論が次のようにありました。 

  安倍政権は、アベノミクスの重要な柱として開会中の臨時国会で環太平洋連携協定、ＴＰ

Ｐの批准を狙っています。ＴＰＰは、多国籍、大企業の利益のために国内農業や地域経済、

国民の暮らしを犠牲にするルールを押し付け、国の主権も譲り渡すものです。アベノミクス

による経済対策は、国民の懐を温めるどころか、賃金は下がり、消費が落ち込む中、平成２

７年４月からは第６期介護保険制度が始まり、介護保険料、利用料の引き上げとともに、サ

ービスの取り上げが始まっています。 

  政府は消費税を導入するときも、税率を引き上げるときも、福祉をよくすると国民に説明

しながら、実施されたのは国民負担を増やすことと制度の改悪でした。消費税は、貧困と格

差を広げる最悪の税制であり、これ以上の消費税増税は、絶対に認められません。消費税に

頼らない別の道で国の財政を建て直しながら、社会保障度を充実すべきです。 

  本市では、平成２７年度は、榎戸駅整備事業の規模縮小、川上小学校内への児童クラブの

増設を行い、運動場の非構造部材耐震改修、住宅リフォーム助成制度の継続など、子育て支

援、市民の暮らしを応援する施策は評価できるものです。 

  しかし、平成２７年度の財源確保は、市民サービスの削減と税の徴収強化、職員の削減及

びその給与削減によるものであり、地域経済をいかに活性化させ、税の増収を図るかという

施策が弱いものとなりました。その結果、平成２７年度決算は、１０億円の剰余金となり、

このうち６億円を積み立てましたが、福祉、教育予算の充実など、市民の要望に応える取り

組みが必要でした。 

  ２点目に、マイナンバー制度の導入についてです。日本に住民登録している人全員に１２

桁の番号を振り割るマイナンバー共通番号制度は、平成２８年１月に本格運用が始まりまし

たが、システムの障害や不具合が相次でいます。税と社会保障の多岐にわたる個人情報を国

が一括管理し、徴収強化、社会保障の給付抑制を目的とするこの制度は、プライバシーの侵

害や犯罪を完全に防止することはできません。百害あって一利なしのマイナンバー制度は、

制度の凍結、中止、廃止を求めた見直しが必要です。 

  ３点目に、市民の安心・安全の要となる防災費では、高齢者、障がいがある方々及び施設

の安全対策をどう強めるかという施策が必要です。 

  ４点目に、市民の暮らし、福祉に関わる民生費で、高齢者が楽しみにしていた長寿祝金事
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業を廃止し、１００歳高齢者祝金支給事業に縮小いたしました。しかし、第６期八街市高齢

者福祉計画、介護保険事業計画を策定する際のアンケート結果によると、高齢者福祉施策の

うち継続してほしい事業として、約４割の方が長寿祝金の支給を望んでいます。長寿祝金支

給事業の縮小をはじめ難病見舞金の縮小、子ども医療費の自己負担の引き上げなど、合わせ

て約２千４００万円削減しました。住み続けることができる街づくりを進めるために、子育

て世代や高齢者への支援の充実が必要です。民生費の不用額は、約１億９千９００万円に上

っており、削減した分はもとに戻し、さらに充実させることを求めます。 

  政府は、平成２５年から平成２７年までの３年間で、生活扶助基準を６７０億円削減する

とし、平均６．５パーセント、最大で１０パーセント引き下げました。生活扶助は、食費、

光熱水費など最低限の生活を保障する支給額であり、生存権を侵害する基準引き下げは認め

られません。セーフティーネットの役割を十分果たすことが認められています。 

  ５点目に、健康増進事業です。検診率を高めるために、検診の無料化を図り、病気の早期

発見、早期治療の取組をさらに強め、国民健康保険財政の改善につなげるべきです。また、

多くの農家の方々が必要としていない北総中央用水、農家の足かせとなり年々深刻な状況に

向かっています。早期打開が求められます。 

  ６点目に、クリーンセンターについてですが、クリーンセンターの今後のあり方として、

ごみ袋の有料化ではなく、徹底したごみの減量化の計画を早期に示し、燃やさないごみ行政

を市民とともに進めることが求められています。 

  ７点目に、市の経済を支える農業、商工に関わる予算執行です。農林水産業費は２億３千

３４９万円、前年度と比較して２億４千１７０万円減額しましたが、価格保証、後継者対策

の充実、加工販売まで一貫した取組で、農業を基幹産業として発展させる必要があります。

農業とともに地域経済の屋台骨を支えるべき商工費は２億６千６７１万円。商店街に賑わい

を取り戻す空き店舗対策の充実、公契約条例を制定し、労働者の賃金、労働条件の適正化を

図り、地域経済活性化につなげることを求めます。 

  ８点目に、土木費についてです。冠水対策として、早急に全市的な冠水対策の計画を立て、

調整池設置とともに、各家庭の協力を得て浸透ますの設置を求めます。次に、道路の安全対

策として、見通しの悪い道路、狭い道路に対し、早急な対策を講じる必要があります。また、

市営住宅についてです。地震や台風の際、入居者の方々が安全に暮らせる住宅でなければな

りません。高齢者の方々が安心して暮らせる高齢者住宅が必要です。 

  ９点目に、不登校が多い状況が長年続いている八街ですが、行き届いた教育を実施するた

めに、さらに十分な配置が必要です。 

  学校図書館５カ年計画は２０１２年から始まり、小学校１校当たり平均図書費は４７万３

千９１円、中学校は６７万７千６３０円となっていますが、本市においては小学校１校当た

り３２万９千円、中学校は５９万８千円と平均図書費に及ばず、図書費は削減され続けてい

ます。学校図書館整備計画は２００７年から進められており、８年経過しているにもかかわ

らず、図書標準が達成されていないのは問題です。一刻も早く達成するよう求めます。 
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  常勤の図書館司書も不登校が多い八街の学校には必要です。ぜひ、不登校の多い学校から

でも配置を求めます。 

  また、教材用備品に対する文部科学省の新たな教材整備計画では、小学校１校に対する平

均予算は３１６万円、中学校は３３４万円としておりますが、本市は及びません。減額がさ

れたままです。ぜひ、小学校、中学校とも十分な予算を求めます。また、理科教育振興用備

品も十分そろっておらず、八街市の教育環境はあまりにも貧弱であると言わざるを得ません。

十分な予算措置を求めます。 

  また、子どもの貧困率が高くなっているにもかかわらず、就学援助認定率が下がっている

のは問題です。家族構成による収入の基準額を示すこと。基準を生活保護の１．２倍から１．

５倍に引き上げること。クラブ活動費の支給、入学準備金を必要な時期に支給すべきです。

また、消費税増税時に文部科学省が２．８パーセント上乗せをするという通知を出したよう

に、上乗せを求めます。 

  平成２７年度は、暮らし・教育予算を削って成り立たせましたが、決算では１０億円の剰

余金となり、これを活用して市民サービスに使うことを求め反対いたします。 

  次に、賛成討論が次のようにありました。 

  平成２７年の予算は、歳入の根幹をなす市税収入は、生産年齢人口が年々減少しているこ

とから、税収の増加は見込みにくい状況にあります。地方交付税についても増加が見込めな

い状況にあり、一方、歳出については、厳しい社会経済状況を背景とした生活保護費や子育

て関連経費等の扶助費の伸びや、老朽化した公共施設の改修経費等の増大も予想されること

から、人件費にメスを入れるなど厳しい財政運営、危機的財政状況を背景に、限られた予算

を効率的、効果的に活用するとして編成され、執行されてきました。 

  そこで、八街の財政状況を見てみますと、多くの財政需要に対応するため、過去に多額の

基金を取り崩したことから、平成２７年度年度末の基金は、特定目的基金を含め１８億４千

２２２万７千円となっており、また、財政の硬直化を示す経常収支比率が９０．３パーセン

トと、前年度９４．９パーセントより若干回復いたしましたが、依然として硬直化は進んで

おります。 

  人口減少問題や少子高齢化問題への対応を含め、今後も増加が見込まれる社会保障費、老

朽化した各施設修繕費等の財政需要にどう対応するかが大きな課題となっております。この

ように、非常に厳しい財政状況の中にはありますが、平成２７年度の予算執行にあたりまし

ては、創意工夫のもと、関連する事業へのさまざまな取り組みが進められております。 

  まず、「一の街 めざします！ 便利で快適な街」では、公共交通対策やふれあいバス運

行事業のほか、市内道路の改良工事や維持改修工事、榎戸駅自由通路整備及び駅舎橋上化に

係る事業などが行われ、良好な都市空間の形成とともに、市民生活の利便性を支える交通ネ

ットワークの充実を図る施策が行われました。ふれあいバスのさらなる利便性の向上と橋上

榎戸駅の早期開設を望みます。 

  「二の街 めざします！ 安全で安心な街」では、ＬＥＤ灯の設置、防犯備蓄倉庫の整備
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や備蓄用資機材等の充実、さらには自主防災組織に対する運営補助や第５分団水槽付き小型

ポンプ積載車の購入などがなされ、犯罪や交通事故の少ない防犯・防災体制の充実した街を

目指した施策が行われました。災害に強い街を目指すのはもちろん、有事の際、迅速・的確

な対応ができるよう、適宜防災訓練を実施し、また、業務継続計画の早期策定をお願いいた

します。 

  「三の街 めざします！ 健康と思いやりにあふれる街」では、まず、親子サロンの開設

により、子育て支援サポーターに悩みや不安を気軽に相談することができ、同じ子育て中の

親子の交流の場や情報が提供されていることは、大きく評価いたします。また、臨時福祉給

付金給付事業、児童手当・児童扶養手当の支給、障害者支援事業などがなされており、その

他各種予防接種事業や子ども医療費助成事業などがなされ、地域の福祉力を高め、地域で支

え合いながら、民間と行政とが連携して福祉の充実を推進していく施策が行われました。 

  「四の街 めざします！ 豊かな自然と共生する街」では、クリーンセンター関連の経費、

道路排水・流末排水施設整備事業など、恵まれた豊かな自然環境を守り、いつまでも自然と

触れ合うことのできる街を目指すとともに、市民一人ひとりが自然の大切さを認識する自然

環境に優しい街を目指した施策が行われました。引き続き、生活環境の整備や循環型社会の

推進に努めていただきたいと望みます。 

  「五の街 めざします！ 心の豊かさを感じる街」では、屋内運動場非構造部材耐震改修

工事が進められ、安全な学習環境が整備されるとともに、保護者への経済的支援として、児

童・生徒援助奨励費や老朽化対策として、中央公民館、スポーツプラザ、給食センターの施

設整備などが行われ、市民一人ひとりがいつでも学習機会を得、スポーツに親しむことがで

きる街を目指した施策が行われました。なお、昭和６２年開館以来、多くの方に利用されて

いる郷土資料館の老朽化対策の検討を強く希望いたします。 

  「六の街 めざします！ 活気に満ちあふれる街」では、農業後継者対策として、青年就

農給付や新規就農者就農支援が行われ、農業への定着が図られております。また、消費活動

の促進としてのプレミアム付商品券発行事業補助や、人口減少・少子高齢化対策としての農

業体験ツアー事業等補助、観光用パンフレット発行等事業補助、農業体験インターンシップ

事業など、地域特性を十分に活かし、育てる力を最大限に発揮できる街を目指す施策が行わ

れました。 

  「七の街 めざします！ 市民とともにつくる街」では、市民と行政の役割分担を確立し、

市民やまちづくり団体がいきいきと活動する基本的なルール、「協働のまちづくり指針」が

策定されたことにより、一層、協働の認識が深まり、市民参加や市民活動が進んでいくこと

でしょう。また、人口ビジョンと総合戦略が策定され、具体的な施策として空き家実態調査

業務のほか、市ＰＲパンフレット作成業務や市ＰＲビデオ作成業務、婚活イベントなど、急

速な少子高齢化の進展と人口減少に対応されております。 

  最後に、８点目の「八の街 めざします！ 市民サービスの充実した街」では、基本構想

の見直しが行われ、１０年間のまちづくりの指針となる「八街市総合計画２０１５」が策定
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されたことから、社会経済情勢の変化を的確に捉えたサービスを提供し、持続的な発展する

街づくりが進められることとなります。 

  そのほか、総合行政情報システム、各種システムの運用及び管理経費など、各分野での電

子化が推進されておりますが、まずは職員あってのものだと考えますので、職員の意識改革

を含めた研修を充実していただきたい。今後も最小の費用で最大の効果を上げる行財政運営

を進めていただきたいと希望します。 

  なお、市民と行政が情報を共有し、透明性の高い行政運営を確立するため、市政情報を幅

広く公開する方法の１つとしてホームページがありますが、よい評判はあまり耳にしません

ので、一考をお願いいたします。 

  以上のとおり、「八街市総合計画」に登載された事業を推進しながら、人口減少問題や少

子高齢化対策につながる施策を推進し、市長が公約として掲げたまちづくりにも取り組むな

ど、新規事業にも着手しており、高く評価すべきものと考えます。 

  しかしながら、監査委員からの報告にもありましたが、財政健全化比率の数値を見る限り、

健全化は保たれているように見受けられますが、依然として厳しい財政状況であり、一層の

緊張感をもった財政運営を行いながら、将来に向けた準備を確実に進めるためにも、八街市

総合計画の内容を丁寧かつ強力に推進すべきであることを要望するとともに、今後も引き続

き市税等徴収対策本部や行財政改革推進本部を中心に財政健全化の維持に努めていただき、

八街市の将来像の実現を目指すため、緩みのない行財政運営をお願いいたしまして、賛成討

論とします。 

  採決の結果、賛成多数のもと、認定すべきものと決定いたしました。 

  続いて、特別会計についての報告を行います。 

  議案第１５号、平成２７年度八街市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定についてで

す。 

  本決算は、歳入決算額１１１億７千８７１万４千７３５円、歳出決算額１１５億７１２万

９７６円で、歳入歳出差引歳入不足額は、３億２千８４０万６千２４１円となりましたので、

平成２８年度歳入繰上充用金で補填するものです。 

  審査の過程において委員から、「保険税の収納状況を伺う」という質疑に対して、「現年

課税分は調定額２３億３千５４３万５千４００円、収入済額２０億１千４５万９千５９２円、

収入未済額は３億２千４９７万５千８０８円で、収納率は８６．０９パーセントでした。ま

た、滞納繰越分は、調定額２１億９千９２６万５千３４８円、収入済額３億４千４９９万８

千８１４円、不納欠損額１億９千４６７万６千３４９円、収入未済額は１６億５千９５９万

１８５円で、収納率は１５．６９パーセントです」という答弁がありました。 

  次に、「制度外繰入が９千万円強されましたが、もう少し思いきって制度外繰入すべきだ

ったと思います。剰余金が一般会計で１０億円ありましたので、十分できたのではないかと

思うが、いかがか」という質疑に対して、「決算上９千８００万円の赤字補填的なものとし

て繰り入れしたところです。しかしながら、会計上のルールとして特別会計は特別な歳入を
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もって賄う自主独立が基本となっていますので、財源は自分で賄うことが会計上の基本事項

となっています。国民健康保険特別会計だけに特別な繰り入れをするのは、他の保険に加入

している方のご理解を得るのは非常に困難な部分もあります。税負担の公平性の観点から、

制度外繰入はしないことが基本原則となっていますが、やむを得ず、当初予算編成時点で９

千８００万円のマイナスの部分を埋めるということで、繰り入れを行ったものです」という

答弁がありました。 

  次に、「保険税は徴収強化の努力によって収納率は上がってきてはいるものの、不納欠損

は増えています。この点はどのように考えればいいのか」という質疑に対して、「不納欠損

の平成２７年度の件数は、前年度と比較して１２４件、２千６３３万７千６０４円増えてい

ます。内訳は、地方税法第１８条の時効が１千８３２件、第１５条の７第１項、滞納処分の

執行停止が３２４件、第１５条の７第４項、滞納処分の執行停止が３年以上継続が２１０件、

第１５条の７第５項、徴収金が限定承認に係るもの、その他徴収できないことが明らかで即

時消滅が９件です。この中で一番大きく増えたものにつきましては、法第１８条時効による

ものが１７６件、１０．６３パーセント増えていますので、過去における滞納者数の増によ

るものが主な要因と考えています」という答弁がありました。 

  次に、「保険税は、生活が苦しくて現年度分を払えないのに、滞納分まで納めることはな

かなかできません。いかに現年度分を納めてもらうかを、どのように考えているのか」とい

う質疑に対して、「納税相談などで滞納している方との接触の機会を確保することにより、

納付等に関する相談だけではなく、納税者の実情を把握し状況によっては福祉制度の提案な

ど、よりきめ細やかな対応をしていきたいと考えています。また、納税相談では、詳しく担

当者が聞き取りまして、現年分を中心に納付の相談をしていると思います」という答弁があ

りました。 

  次に、「保険財政が厳しいということは、医療費が増えていることが大きな原因です。八

街市の一人当たりの保険給付費、また他の市町村との比較について伺う」という質疑に対し

て、「平成２７年度は２９万４千４３９円、平成２６年度は２７万６千６６６円です。他の

市町村との比較では、平成２６年になりますが、県内５４市町村中５１番目となります」と

いう答弁がありました。 

  次に、「一人当たりの医療費が低いということは、これ以上医療費を減らすことは、一般

的に考えて無理だと思うが、どのように考えているのか」という質疑に対して、「特定健診

の受診率を向上させて、疾病の早期発見、早期治療につなげていきたいと考えています」と

いう答弁がありました。 

  次に、「医療費が高い病気を伺う」という質疑に対して、「平成２７年度の累計で入院と

外来を合わせたものでは、本市の第１位は慢性腎不全で７．７パーセント。２位が糖尿病で

６．２パーセント、３位が高血圧症で５．４パーセント、４位が統合失調症で４．５パーセ

ントとなります」という答弁がありました。 

  次に、「今は市民と行政との協働をどうするかがうたわれていますので、医療費の低下、
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また市民の皆さんの本当の幸せのためにどのように考えているのか」という質疑に対して、

「普段から健康維持・増進の努力、生活習慣の改善、そういった部分が非常に重要な要素と

なりますので、健康増進課では、高血圧、糖尿病などさまざまな講座や健康教室を開催して

います。その中でも大切なのは、個人個人の意識の改善です。いかに生活習慣を改めていく

かが非常に大切な部分になると思いますが、その一方で、注意喚起しても、個人個人の受け

取り方がさまざまであると思いますので、このようなことを踏まえながら、今後も引き続き、

健康増進につながる事業展開をしたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「限度額認定証は、保険税を滞納していると交付されないという問題があります。

何らかの改善ができないか伺う」という質疑に対して、「限度額認定証を提示しない場合で

も、限度額を超えた分については高額療養費として支給を受けることができますので、安易

に滞納していないという要件を緩和することは、一方で滞納のない世帯の納税意欲の低下を

招くおそれもあると思いますので、その取り扱いには慎重にならざるを得ないと考えていま

す」という答弁がありました。 

  次に、「繰上充用金の見通しを伺う」という質疑に対して、「平成２８年度の今の収支状

況ですが、歳入は国民健康保険保税全８期ある納期のうち、２期の納期限までの８月末現在

の収納率は１８．５０パーセントで、前年度と比較して０．４２ポイント減少しています。

滞納繰越分は８．０６パーセントで、０．５５ポイント増加しています。収納率は合計で１

３．７５パーセント、前年度と比較して０．３９ポイント増加しています。現年度分が前年

度をやや下回っていますが、第１期の納期限７月末現在と比較して０．１１ポイント向上し

ています。まだ納期がありますので、ほぼ前年度並みの収納率に推移するものと考えていま

す。また、歳出については、歳出予算全体の約６割を占める保険給付費の８月給付分までの

累計で、療養給付費は前年同時期と比較して１．１４パーセントの減となっています。まだ

年度のうち５カ月分の累計で、保険給付費全体のばらつきがありますが、ほぼ当初予算の範

囲内で納まるのではないかと推定しています。したがいまして、平成２８年度の単年度収支

見込みは、若干の黒字または赤字になるものと考えていますので、また繰上充用を行わざる

を得ないのではないかと考えています」という答弁がありました。 

  次に、反対討論が次のようにありました。 

  本市の国民健康保険財政は、収納率は上がっているものの、国民健康保険税収は平成２４

年度から下がり続けています。平成２４年度の国民健康保険税収は２５億６千３６万円でし

たが、平成２７年度は２３億５千５４６万円と、約２億円の減額です。いかに国民健康保険

加入者の担税力が低くなっているかがわかります。 

  平成２５年度、平成２６年度、平成２７年度と３年連続の赤字になりましたが、一般会計

からの繰り入れをやめたことが大きいです。こうしたもとで、赤字解消のために、平成２７

年１２月議会で国民健康保険税を引き上げ、一層の市民負担強化をしました。赤字解消のた

めには、早期発見・早期治療の取り組みの強化、一般財源からの法定外繰入が必要です。平

成２７年度は９千８５６万円の法定外繰入をしましたが、払える国民健康保険税にするため
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に、一般財政からの法定外繰入、１８歳以下の子どもの均等割の廃止が必要です。 

  さらに、病気予防、病気の早期発見、早期治療に道を開く健診事業の無料化や、保険税滞

納者が入院する際の限度額認定書交付が求められます。また、開業医で作る全国保険医団体

連合会の調査によると、約４割の医療機関で経済的理由で治療を中断、中止する患者がいた

ことが明らかになったことからも、国民健康保険法第４４条活用による医療費一部負担金減

免が必要です。さらに、滞納者を病院から遠ざける資格証明書発行の中止など、市民の健康

増進のあらゆる努力が求められています。 

  ２０１８年から始まる国民健康保険の都道府県単位化・広域化では、収納率目標を９１パ

ーセントとしており、この目標を達成できなければ国民健康保険税引き上げ、医療費の抑制

をせざるを得なくなります。国民健康保険税の引き上げは、国民健康保険財政の改善につな

がらないことは明らかです。八街市は、払える保険税の確立をすること及び保険証１枚で、

いつでもどこでも誰でも安心して受けられる医療を目指すよう求め反対いたします。 

  次に、賛成討論が次のようにありました。 

  国民健康保険特別会計は、年々増大する医療費負担により、極めて厳しい財政状況であり、

国民健康保険の事業運営には大変苦慮しているものと認識しております。 

  歳入については、共同事業交付金の大幅な増額等により１５億２千９５８万８千円増加し

ている一方、歳出は保険給付費や共同事業拠出金の増により１５億７千４４２万５千円増加

しています。このことから、平成２７年度の決算については３億２千８４０万６千円の歳入

不足となっています。歳入については、保険税の収納率は、平成２６年度の８４．４７パー

セントから、平成２７年度は８６．０９パーセントと上昇しており、市税等徴収対策本部を

中心とした全庁体制での収納対策の効果があらわれたものと思われます。また、一般会計に

ついても、厳しい財政状況の中、９千８５６万４千円の制度外繰入を行っており、歳入確保

への努力が伺えます。 

  歳出では、保険給付費は増加傾向にありますが、その率は、平成２６年度の前年比３．２

パーセントの増から、平成２７年度の対前年比は２．５パーセントと、若干ではありますが

縮小されており、医療費を抑制するため、特定健康診査や人間ドック助成などの保健事業の

充実に努めたことが伺えます。 

  今後も国民健康保険事業運営の健全化に重点を置き、医療費の動向を慎重に把握するとと

もに、健全な財政運営に一層の努力をされることを要望いたしまして、賛成討論といたしま

す。 

  採決の結果、賛成多数のもと、認定すべきものと決定しました。 

  議案第１６号、平成２７年度八街市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について

です。 

  本決算は、歳入決算額４億４千３万７８９円、歳出決算額４億３千５４９万４千４９６円

で、歳入歳出差引額４５３万６千２９３円を、平成２８年度に繰り越しをするものです。 

  審査の過程において、委員から、「１カ月当たりの保険料は幾らなのか。また、収納率を
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伺う」という質疑に対して、「平成２６年度、２７年度の均等割額は年額３万８千７００円

で、一人当たり年額４万６千４０９円です。平成２７年度の収納率は９８．１３パーセント。

前年度の９８．５９パーセントと比較すると、０．４６ポイントの減です。平成２５年度が

９８．７５パーセントです」。 

  次に、「２０１７年からは、後期高齢者医療保険料軽減が廃止としていますが、影響を伺

う」という質疑に対して、「保険料軽減対象者のうち、特例軽減は９割と８．５割の均等割

軽減者が対象になります。人数では、平成２８年５月３１日現在で試算すると、対象者は２

千７９０人、軽減措置を受けている被保険者の５６．７９パーセントになります。仮に特例

軽減措置が廃止されて本則に戻った場合の影響額は、一人当たり同じく試算すると年７千２

００円の増額となるものです」という答弁がありました。 

  次に、「軽減廃止について、広域連合ではどのような意見が出ているのか伺う」という質

疑に対して、「広域連合から国への要望をしています。内容は、全国後期高齢者医療広域連

合協議会において、後期高齢者医療制度に関する意見、要望として、低所得者に対する保険

料軽減特例措置については、生活に影響を与える保険料とならないよう現行制度を維持する

こと。やむを得ず見直す場合には、その必要性について、国による丁寧な説明と周知を行い、

被保険者の負担を最小限に抑え、急激な負担とならないよう、きめ細やかな激変緩和策を講

じ、その内容については早期に提示することを要望しているところです」という答弁があり

ました。 

  次に、「高齢者医療の広域連合納付金はどのように決まるのか伺う」という質疑に対して、

「納付金は、広域連合の議会により算定されています。内訳は、共通経費負担金として総人

口に対する７５歳以上の人口による均等割、人口割等が積算され、各市町村に納付金として

提示されているところです」という答弁がありました。 

  次に、反対討論が次のようにありました。 

  ２００８年に医療構造改革の柱として導入された後期高齢者医療制度の仕組みは、７５歳

以上の高齢者が増えるほど保険料にはね返る仕組みとなっています。保険料値上げに加え、

年金引き下げ、介護保険料・利用料の負担増、平成２６年４月からの消費税８パーセントへ

の引き上げ、それに伴う物価の高騰などが高齢者の暮らしを悪化させている中、県はこの制

度は２年ごとの制度の見直しによって、平成２６年４月には３回目の保険料改定により引き

上げられました。この結果、本市の保険料の収納率は悪化し、不納欠損額、収入未済額も、

この間、増加しています。収納率は県下でも最悪の状況です。 

  現在、既に払いきれない保険料となっていますが、政府は来年から、低所得者の保険料を

最大９割軽減している特例措置を段階的に廃止しようとしています。八街市では、後期高齢

者７千３０５人で、軽減対象者４千９１３人のうち２千７９０人、約５６パーセントに引き

上げの影響があります。その額は年７千２００円のアップとなります。年金が月６万６千円

以上１４万円以下の以下の人、夫婦二人世帯の夫は、保険料の軽減がこれまでの８．５割か

ら７割に下がり、保険料は２倍になります。月６万６千円以下の人、夫婦二人世帯の夫は９



－２８－ 

割から７割軽減になり、保険料は３倍に増えます。また、後期高齢者医療制度になるまで健

康保険や共済の扶養家族だった場合、軽減が９割から５割になる人の保険料は５倍にもなり

ます。３年目から全額負担になって、保険料が１０倍にはね上がる人も出てきます。まさに、

制度を導入した当時の厚生労働省課長補佐が、医療費が際限なく上がっていく痛みを高齢者

に感じてもらうと放言した事態が進んでいます。 

  高齢者の暮らしが成り立たなくなっている事態は、政府の調査によっても明らかになって

います。総務省の家計調査結果によりますと、高齢者世帯の家計収支の赤字額は１０年で１．

８倍に増加したとしています。また、厚生労働省の２０１３年国民生活基礎調査の概況によ

りますと、６５歳以上の高齢者世帯の１６．８パーセントが貯金がない、４割以上が貯蓄５

００万円未満であり、収入の不足部分を貯金の取り崩しで補っております。たちまち底をつ

く世帯が増えています。このように、高齢者の生活の困窮度が深刻さを増していることが明

らかな中、保険料引き上げを促進する特例軽減を廃止することは、断じて認められません。 

  政府は後期高齢者医療は十分定着しているとして、この間、そのように言ってきましたが、

際限なく保険料を引き上げ、高齢者の命、健康、暮らしを脅かすこの制度は廃止し、老人保

健制度に戻すよう要望し、反対いたします。 

  次に、賛成討論が次のようにありました。 

  後期高齢者医療制度は、平成２０年４月の制度発足後、たび重なる保険料軽減策が講じら

れており、現在も被保険者の負担軽減は継続されています。また、加入者が諸般の事情によ

り、仮に納期どおり保険料を払えず、保険料が滞ったとしても、全員に保険証が行き渡るよ

う配慮されております。保険料収納率は９５．８６パーセントであり、市税と比較すると高

い水準にあります。もちろん保険料は安いにこしたことはありませんが、現在の超高齢化社

会の中で、国民健康保険をはじめとした健康保険制度を守っていくためには、加入者の皆様

方に一定の負担をお願いしなければ、制度が成り立たないことも事実であります。 

  このような中で、後期高齢者医療制度では、都道府県単位の広域連合が運営主体となるた

め、広域化による財政基盤の強化が図られ、高齢者に適切な医療給付が行われたものと思っ

ております。また、人間ドックの助成により健康の維持や、今後の医療費削減へとつながっ

ていくことと思われます。 

  最後に、市長並びに職員の皆様方におかれましては、この街に住む方が安心して暮らして

いけるよう、後期高齢者医療制度の充実のため、より一層の努力を講じるよう要望いたしま

して、賛成討論といたします。 

  採決の結果、賛成多数のもと、認定すべきものと決定いたしました。 

  議案第１７号、平成２７年度八街市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定についてです。 

  本決算は、歳入決算額４１億６千７７４万６千６３１円、歳出決算額４０億３千５６３万

７千９０４円で、歳入歳出差引額１億３千２１０万８千７２７円を平成２８年度に繰り越し

するものです。 

  審査の過程において、委員から、「介護保険料の収納率の状況を伺う」という質疑に対し
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て、「現年度分の収納状況は、平成２６年度が９６．３１パーセント、平成２７年度が９６．

５９パーセントで、０．２８ポイントの増です。滞納繰越分は、平成２６年度が８．８８パ

ーセント、平成２７年度が６．７８パーセントで、２．１ポイントの減です。全体の収納状

況で見ますと、平成２６年度が８９．２３パーセント、平成２７年度が９０．０１パーセン

トで、０．７８ポイントの増となっています」という答弁がありました。 

  次に、「介護保険料の引き上げと同時に、介護保険料の段階は８段階から１０段階になっ

ていますが、１０段階の中で、どの段階の滞納が多いのか伺う」という質疑に対して、「第

１段階の方が３５８名、それから続いて第４段階の方が２７８名ということで、この２つの

段階でおおよそ滞納の方の約６割程度を占める状況です」という答弁がありました。 

  次に、「保険料を滞納するとサービス料が高くなるから受けられないわけなんですが、サ

ービスが制限されている方の状況を伺う」という質疑に対して、「昨年の６月１日現在で申

し上げますと、給付制限を行っていた方は全部で４名でした。現在の状況では、給付制限を

適用してサービスを受けている方は７名です。給付制限は、介護保険法の規定により、保険

料未納の一部の方に対して実施しているところですが、できる限り給付制限にならないよう

に分納などの形での納付をお願いしているところです」という答弁がありました。 

  次に、「介護サービスが制限されて十分受けられなかったら、さらに介護度が増して本人

も負担が増える。そして市の負担も増えるわけですから、暮らしは本当にどうなのか、丁寧

に調べていく必要があると思うが、調査はしているのか伺う」という質疑に対して、「支払

いに関してのご相談を受けた中で、生活がかなり困窮されているような状況であれば、生活

保護などを担当課に相談する形になります」という答弁がありました。 

  次に、「介護予防サービス給付事務では、利用者の状況を伺う」という質疑に対して、

「本年度の件数が総計で７千３４１件、前年度が６千２８５件、前年度と比較すると、１千

５６件の増となっています。大きくサービスが増えているものは、訪問介護、通所介護にな

ります」という答弁がありました。 

  次に、「介護保険から外された要支援１や２の方は、今後必要なサービスを受けられるの

か伺う」という質疑に対して、「これについては市の総合事業に移行したところですが、こ

れまでと同様のサービスを提供できるように、市として努めたいと考えています」。 

○議長（小髙良則君） 

  会議中ですが、昼食のため休憩します。 

  午後は１時１０分より再開します。 

（休憩 午前１１時５９分） 

（再開 午後 １時１０分） 

○議長（小髙良則君） 

  再開します。 

  休憩前に引き続き会議を開きます。 

○決算審査特別委員会委員長（木村利晴君） 
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  引き続いて報告いたします。 

  次に、「高額介護サービスの推移を伺う」という質疑に対して、「平成２７年度の件数が

５千６６１件、昨年度は７千３７４件ですので、昨年度と比較すると１千７１３件の減で

す」という答弁がありました。 

  次に、「皆さんが必要なサービスを受けられるように、介護保険料の減免、そして利用料

も軽減していく必要があると思うが、いかがか」という質疑に対して、「被保険者間の公平

性の確保あるいは健全な介護保険財政の運営、それから財政規律の保持の観点から、介護保

険の３原則等に関しましては、各保険者において適正に対応するよう、県を通じて国の方か

らも指導を受けているところです。この指導を重視した減免取扱基準を市として策定してい

ますので、この基準に基づいた形の中で、被保険者の個々の事情に応じた対応をしたいと考

えています」という答弁がありました。 

  次に、「特定入所者介護サービス等諸費では、給付サービスの中で、介護度３以上の方で

なければ施設に入所できなくなることがありますが、何名いたのか伺う」という質疑に対し

て、「５名の方に特例入所を実施しています」という答弁がありました。 

  次に、「配食サービスを楽しみにされている方々はたくさんいらっしゃいますが、どうい

う希望があるのか伺う」という質疑に対して、「配食サービスについて、６月に利用されて

いる方にアンケートを実施しました。その中で、不平や不満等についての記述は特にないよ

うに感じています。配達の回数、料金、味等について、半数以上の方が現状のままで満足さ

れている回答をいただいています」という答弁がありました。 

  次に、反対討論が次のようにありました。 

  年金の引き下げ、介護保険料引き上げ、平成２６年４月からの消費税増税、物価高など、

収入が減る中、負担増が目白押しで、生活が苦しくなるばかりです。 

  本市の介護保険財政において、平成２７年度の収納率は上がっているものの、不納欠損額

は前年度より増え、収入未済額も増えています。平成２７年から始まった第６期介護保険制

度では、介護保険料を１９．８パーセントも引き上げる一方、要支援の方々の訪問介護とデ

イサービスの予防給付を介護保険から外す、特養入所対象者は原則要介護度３以上に限定す

るなど、制度改悪をいたしました。 

  さらに、平成２７年８月からは、特定入所者介護サービス費等の給付制限、一定以上の所

得者の利用料を２割負担にするなど、現役並み所得者の利用者負担上限額引き上げなど、改

悪に次ぐ改悪に対し、何のための介護保険かと、市民から怒りの声が上がっているのは当然

です。まさに、保険あってサービスなしの状況が強まっています。 

  今でも、利用できない制度になっているにもかかわらず、政府は、さらに要介護１、２の

人への訪問介護の給付中生活援助部分を制度から外す、要介護度２以下の人たちの福祉用具

のレンタルや住宅改修を制度から外し、原則自己負担にするなど、さらなる改悪をしようと

しています。 

  制度改悪は中止し、安心できる制度にしなければなりません。介護が必要なとき安心して
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介護を受けたいと市民は願っており、保険料を払ってもサービスを受けられない制度であっ

てはなりません。そのためには、制度への国庫負担を大幅に増やす必要があります。そのた

めの財源は、消費税に頼らず、富裕層や大企業に応分の負担をしてもらう別の道で確保でき

ます。また、八街市は独自に介護保険料利用料の軽減、減免をし、市民の負担を減らすこと

が求められています。 

  以上の理由から反対いたします。 

  次に、賛成討論が次のようにありました。 

  平成２７年度末における本市の６５歳以上の高齢者人口は１万８千７６２人、要介護・要

支援者認定者は２千３８４人であり、制度開始の平成１２年度と比較いたしますと、高齢者

人口は２倍に、要介護・要支援認定者は２．８倍に増加し、高齢化社会が急速に進展する上、

いわゆる団塊世代が高齢化を迎える状況であり、今後ますます介護保険制度が老後を支える

制度として定着かつ拡充が求められているところであります。 

  平成２７年度は、第６期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の初年度でありますが、この

計画の中において、「高齢者が自分らしく、住み慣れた地域の中でいきいきと暮らし続ける

ことができるまちを目指す」という基本理念を掲げ、７つの基本目標を揚げています。 

  その１つとして、介護保険サービスの充実では、この初年度において、特別養護老人ホー

ム８０床を開設し、定期巡回・随時対応型訪問介護サービスや小規模多機能型居宅介護サー

ビスにおいて、平成２９年４月の開所に向け準備していると聞いております。 

  また、生涯にわたる健康づくりの推進において、健康づくりや介護予防事業に参加しやす

い環境づくり並びに高齢者が安心して暮らすことができる街づくりにおいては、市の広報紙

やホームページに加え、地域の民生委員を通じて必要な情報提供を行うとともに、見守りが

必要な高齢者や災害時に援助を要する高齢者の情報提供等を行い、きめ細かな情報交換が行

われており、民生委員、担当職員のご苦労が伺われるところです。 

  また、介護給付費については、第６期初年度において、給付費の見込みに大きな乖離は見

られず、順調な滑り出しができたのではないかと感じるところであり、介護保険財政の健全

性、持続性の確保に十分努力の跡が見られるところであります。 

  今後も、本市の実情を踏まえた高齢者福祉の拡充、介護保険財政の健全性、持続性の確保

を要望いたしまして、賛成いたします。 

  採決の結果、賛成多数のもと、認定すべきものと決定いたしました。 

  議案第１８号、平成２７年度八街市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定についてです。 

  本決算は、歳入決算額１４億１千６４２万３３円、歳出決算額１３億９千６０８万４千６

２６円で、歳入歳出差引額２千３３万５千４０７円を平成２８年度に繰り越しするものです。 

  審査の過程において、委員から、「下水道使用料は２億３千９００万円ですが、前年度と

の比較について伺う」という質疑に対して、「前年度と比較すると２６万９千３１０円増え

ています」という答弁がありました。 

  次に、「使用料を滞納した場合には、どのような徴収をしているのか伺う」という質疑に
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対して、「滞納分の徴収は、職員と使用料の徴収を委託しているジェネッツと一緒に家庭訪

問を行い、使用料がどのように使用されているのか説明しながら相談に応じています」とい

う答弁がありました。 

  次に、「下水道汚水維持管理費が前年度より減額になった理由を伺う」という質疑に対し

て、「前年度、管渠の修繕工事を実施しましたが、平成２７年度は実施しなかったことによ

るものです」という答弁がありました。 

  次に、「汚水適正化処理構想策定業務は今後２０年間の計画とのことだが、内容を伺う」

という質疑に対して、「現在、八街市の下水道事業は全体面積１千３０ヘクタール、うち都

市計画決定区域５９４ヘクタールで、その中で下水道事業認可をもっており、現在整備して

いる区域は約５２０ヘクタールになります。国は、汚水の普及率が相当上がっているという

ことで、今後は整備よりも維持管理に方向性が向かっています。現在、八街市は約４３８ヘ

クタール整備していますが、今後２０年間に１千３０ヘクタールまで整備ができるのか検討

したところで、県にその区域を５９４ヘクタールに減少する申請をしています」という答弁

がありました。 

  次に、「公共下水道汚水整備は、今後、何年間で１００パーセントになるのか伺う」とい

う質疑に対して、「国の補助金等の動向もありますが、今後２０年間には５９４ヘクタール

は終わらせたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、「大池雨水の問題では、枝線の工事が終了すると、４カ所の冠水が軽減されるとの

ことでしたが、八街東小学校裏は大雨のときに通行止めになっています。どのように考えて

いるのか」という質疑に対して、「一区３９号線、八街東小学校裏側のおがわ動物病院と国

道４０９号の十字路につきましては、冠水は大分軽減されています。道路管理者との取り決

め条項により、下水道管理者は地下にある管を整備していく。また、道路Ｕ字溝あるいは集

水枡から下水道管へつなぐ部分は道路管理者が維持管理していくように区域分けを行ったと

ころです。なお、一部冠水する区域については、現在、道路管理者と協議を行い、できるだ

け速やかに浸水を解決できるように協議を行っているところです」という答弁がありました。 

  次に、「ゲリラ豪雨にも対応できるようにするにはかなりの予算が必要になると思うが、

軽減なのか、それとも解決できるまでの工事を予定しているのか伺う」という質疑に対して、

「最近は、時間８０ミリあるいは９０ミリの大雨が局地的に降っています。下水道事業とし

ては国の指針に基づくと、５０ミリまでしか補助対象のものはできませんので、４０ミリ分

は単費になります。あるいは、認可のない９０ミリの管を作るということは全額単費での実

施も考えられます。大雨が常習化してくるのであれば、国も５０ミリではなくて７０ミリ、

８０ミリに改正をするのではないかと考えています。現在は、認可に基づいた整備事業を行

っているところです」という答弁がありました。 

  次に、「有収率が下がっていますが、どのように解決していくのか伺う」という質疑に対

して、「流域の事務所の方からも、不明水が非常に多いということで、各関連市町村におい

て不明水の徹底を依頼されています。八街市においては、汚水量メーターを幹線に設置する
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かについて検討しているところです。八街市に限らず、流域関連市町村では２０パーセント

から２３パーセントの不明水で推移しています」という答弁がありました。 

  次に、「経費回収率は、汚水処理費用の全ては使用料によって賄うことが基本原則であり

ながら、高い数値ではありません。どのように考えているのか伺う」という質疑に対して、

「平成３２年４月からの法適用企業化に向けた中で、一度見直しをしながら、適切な使用料

単価にしたいと考えているところです」という答弁がありました。 

  次に、反対討論が次のようにありました。 

  平成２４年度から２７年度まで継続した第三雨水幹線事業は、福祉、教育予算を後回しに

して最優先に進められてきた事業ですが、平成２７年度の大池排水区枝線整備工事の決算額

は１億７千８１０万円を投入しましたが、８月のゲリラ豪雨、台風に対応できませんでした。

ゲリラ豪雨に対応しきれない容量であることを私どもは指摘してきましたけれども、やはり、

この事業は将来の街づくりに禍根を残すものとなります。今後、工事のやり直しにより、冠

水は軽減されると答弁がありましたが、軽減では市民の暮らしは守れません。 

  以上の点から反対いたします。 

  次に、賛成討論が次のようにありました。 

  歳入については、非常に厳しい財政状況の中、国庫補助金等を最大限に活用しながら自主

財源の確保に努め、地方債においては資本費平準化債を借り入れ、一般会計からの歳入が必

要最小限に抑えられております。 

  歳出については、厳しい財政状況を考慮し、費用対効果を念頭に、適正かつ厳格に執行さ

れております。また、市街地における冠水を早期に解消し、市民生活の改善を図るため、大

池第三雨水幹線整備業務に対し支出するなど、限られた財源を有効に活用しております。 

  以上のことから、賛成いたします。 

  採決の結果、賛成多数のもと、認定すべきものと決定しました。 

  議案第１９号、平成２７年度八街市水道事業会計決算の認定についてです。 

  本決算は、収益的収支では、水道事業収益９億９千７０８万４千１５円に対し、水道事業

費用１０億５４４万５千４４４円で、収支差し引き８３６万１千４２９円の純損失が生じま

した。資本的収支では、収入総額９千７７３万２千９８７円に対し、支出総額３億７千７９

５万９千７１円で、収入額が支出額に対して不足する額２億８千２２万６千８４円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６９７万７千６９０円、過年度分損益勘定留保

資金２億７千３２４万８千３９４円で補填するものです。 

  審査の過程において、委員から、「給水戸数が増えている中で、今後も総配水量は減って

いく傾向にあるのか。また、総配水量が減っている分、印旛広域水道を減らすことはできな

いのか伺う」という質疑に対して、「配水量は全国的なことですが、節水器具の普及により

減少傾向にあります。印旛広域水道は、計画水量により経営されていますので、八街市だけ

がその場に応じて減らすわけにはいかないところがあります。しかし、平成２７年度は日量

６千９００立方メートルで受水していましたが、長年要望した中で平成２８年度は多少です
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が減らすことができました。このような形で経営努力をしているところです」という答弁が

ありました。 

  次に、「八街市の有収率は以前から全国平均と比べて低い状況です。今後、漏水を少なく

するためにどのように考えているのか伺う」という質疑に対して、「昨年度から計画的に漏

水調査をしています。早期に漏水箇所を発見し、漏水が地面に出る前に修繕していきたいと

考えています。早目に更新工事を実施するのが最良とは思いますが、経営状況を考慮すると

一度にできないところです」という答弁がありました。 

  次に、「料金回収率が全国平均と比べて低い理由を伺う」という質疑に対して、「料金回

収率は施設の規模や状況に応じて違ってきますので、一概に全国平均と比較して適切な判断

はできませんので、似たような企業体を超える営業を１つの目標として掲げて、経営をして

いきたいと考えています」という答弁がありました。 

  次に、反対討論が次のようにありました。 

  水道事業会計は、市民に安く安全な水を安定的に供給しなければなりません。ところが、

本市の水道事業の運営指標は大変厳しい状況が続き、水道料金の徴収率が年々低下している

ことからも、生活困窮世帯、障がい者世帯等への水道料金の減免が必要です。 

  漏水をなくして水の無駄をなくす取り組みは喫緊の課題です。平成２７年度の有収率は７

９．４パーセントであり、全国的にも、取り組みは、国平均、類似団体と比較すると低い状

況が続いています。対症療法的修繕では追い付かないことは明らかです。 

  この間、八街駅の区画整理事業や大池第三雨水幹線事業を最優先に進め、石綿管の更新は

遅々として進んでおりません。安定的に水を供給するために、国にも事業への支援を求める

などして、石綿管の抜本的更新計画を求めます。 

  また、印旛郡市広域市町村圏事務組合水道企業部繰出事業費は、八ッ場ダムに関わる事業

ですが、八ッ場ダムの当初の基本計画の事業費は約２千１１０億円でした。その後、５回の

変更により２．５倍にも膨れ上がり、建設の必要性、安全性などについても問題が指摘され

ており、巨額の税金を投じることに異論、反対があります。水の需要が減っている中で、最

終的に２億５千万円も八街市が負担することになる八ッ場ダムの水は必要ありません。 

  以上の理由から反対します。 

  次に、賛成討論が次のようにありました。 

  この決算は布設改良工事として上水道更新工事を５カ所実施し、また漏水工事は昨年と比

べ２８件増の１６７件を行い、有収率を０．２ポイント増の７９．４パーセントにするなど、

努力の跡が見られ、費用対効果を念頭に、適切かつ厳格に執行されております。 

  今後も厳しい経営状況が懸念され、人口減少に伴い、事業収入の根幹となる給水収益の増

加が見込めないことから、計画的に老朽管等更新計画を立て、実施されることをお願い申し

上げまして、賛成討論といたします。 

  採決の結果、賛成多数のもと、認定すべきものと決定いたしました。 

  以上で、決算審査特別委員長の報告を終わります。 
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  何とぞ当委員会の決定どおりご賛同くださいますようお願いいたしまして、委員長報告を

終わります。 

○議長（小髙良則君） 

  以上で決算審査特別委員長の報告を終了します。 

  これから委員長報告に対する質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（小髙良則君） 

  質疑なしと認めます。 

  閉会中の継続審査事件、議案第１４号から議案第１９号の討論通告受付のため、しばらく

休憩しますので、休憩時間中に通告するようお願いします。 

  再開時刻は事務局より連絡します。 

  しばらく休憩します。 

（休憩 午後 １時３１分） 

（再開 午後 １時４９分） 

○議長（小髙良則君） 

  再開します。 

  これから討論を行います。 

  議案第１４号に対し、丸山わき子議員、新宅雅子議員から、議案第１５号に対し、京増藤

江議員、角麻子議員から、議案第１６号、第１７号、第１８号に対し、京増藤江議員、山田

雅士議員から、議案第１９号に対し、京増藤江議員、山口孝弘議員から、討論の通告があり

ますので、順次発言を許します。 

  最初に、丸山わき子議員の議案第１４号に対する反対討論を許します。 

○丸山わき子君 

  それでは、議案第１４号、平成２７年度一般会計歳入歳出決算認定に対する反対討論を行

います。 

  安倍政権は、２０１４年に消費税を８パーセントに増税したのに加え、貧富の差を拡大さ

せるアベノミクスの円安・株高政策を続けるとともに、介護保険の負担増や年金の切り下げ

など、社会保障制度の改悪を進めました。その結果、日本社会は深刻な消費不況に陥り、国

民の暮らしはますます厳しいものとなっています。 

  平成２７年度は、安倍政権の経済政策・アベノミクスのもとで、市民生活をどう守るのか

が問われた年であります。本市の平成２７年度予算執行は榎戸駅整備事業の規模縮小、川上

小学校への児童クラブ増設、屋内運動場の非構造部耐震改修、住宅リフォームの助成制度の

継続など評価するものであります。 

  しかし、予算編成時には市税１億円、地方交付税３億３千万円、臨時交付金１億９千万円

など総額６億２千３００万円の予算不足に、市民サービスの削減、職員の削減と給与削減で

約３億円が穴埋めされるという、極めて異例の予算確保となりました。 
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  しかし、決算では約１０億円もの剰余金を生み出しています。財政見通しの大きな乖離は

不信感にもつながり、余剰金の積み立てという処分に、市長の市政運営に対する姿勢が問わ

れます。市民の厳しい暮らしに寄り添って施策を進め、市民の願いをかなえる行財政の運営

を強く求めるものであります。 

  歳入では、消費税増税に伴う地方消費税交付金が、前年度より６７．７パーセント増の１

２億円となっています。消費税はあらゆる商品やサービスに課税され、逆進性が強く低所得

者ほど負担が重くなる大衆課税です。地方自治体の財政にも大きな影響を与えています。国

民の最低生活保障を維持するために、このような不公正な税源措置はやめるべきです。財源

が足りなくなればさらなる税率引き上げにつながります。本来なら地方交付税や国庫支出金

による補助金・交付金で賄うべきです。 

  日本共産党は、消費税増税はキッパリ中止し、今やるべきことは、庶民生活を支える立場

から、食料品などは非課税とすること、将来的には廃止すべきものと提案しています。消費

税収入は「社会保障のため」という口実も既に破綻済みです。大企業・富裕層への優遇税制

を正すなどの応能負担で財源を確保し、国民負担増の消費税に頼らない経済政策に転換すべ

きであります。 

  依存財源の柱となっている地方交付税は、地方自治体の財源の不均衡を調整し、全ての地

方団体が一定の水準を維持し得るよう財源を保障するものですが、小泉政権下では、国の三

位一体改革で３兆円もの地方交付税の削減に、多くの自治体が運営困難に陥っています。そ

の上、安倍政権が進める「地方創生」では、自治体の頑張り具合にあわせて地方交付税の配

分に傾斜を付けるなど、地方自治体の自主性や地域性を無視した配分は到底認めることはで

きません。今後も法定率の引き上げを政府に求め、財政難を回避する積極的な取り組みが求

められます。 

  また、市独自の財源確保にあたっては、大池調整池に係る整備事業費約２億４千万円が執

行されましたが、税金の使い方が問われます。こうした事業の一旦凍結・見直しを最優先で

行うこと、地域経済活性化で増収につなげる取り組みが必要です。 

  歳出では、マイナンバー実施に向けたシステム改修、交付事務などが執行されています。

マイナンバーは行政手続が便利になるなどと言いますが、膨大な個人情報を国が一手に握る

ことへの懸念、情報漏れへの不安も依然としてあります。国民のプライバシーを危うくする

仕組みづくりを強引に推進するものであり、実施すべきではありません。 

  ２点目に、八街市が「非核都市宣言」を行って３０年が経過し、大きな節目の年となりま

したが、わずかに残してきた平和予算を打ち切り、この予算を確保した経緯を全く無視した

ものとなりました。被爆の非人道性を訴え「核兵器のない世界」の実現に向けて被爆国とし

ての役割を果たすために、１９８４年９月議会で、全会一致の「非核都市宣言」が採択され

たものです。核が世界に存在する限り非核都市宣言は続きます。平和予算の打ち切りは認め

られません。 

  民生費では、最後のセーフティーネットとされる生活保護制度は、安倍政権のもとで、憲
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法２５条に基づく社会保障を解体する突破口として生活扶助費基準の削減を進めており、平

成２７年度は３回目の引き下げとなりました。生活扶助費は、食費や光熱水費など日常生活

の土台に係る費用です。政府は「物価下落と比べ扶助費が高い」などと削減を正当化してい

ますが、その根拠にした数字は、食品などの値上げは反映されないなど、受給世帯の生活実

態とかけ離れたものであり、削減ありきの不当な引き下げとなっています。国に対し制度改

善を求めていくことが必要です。 

  また、これまでの長寿祝い金制度を廃止し、１００才高齢者のみに５万円を支給する事業

への縮小や、難病見舞金の縮小で２千５００万円もの削減をしています。さらに、子ども医

療費の自己負担の引き上げなど子育て支援や高齢者支援が求められている中で逆行する予算

執行であり、財政難を理由に弱者切り捨ては認められません。 

  年々増加する保育士の臨時職員の解消は喫緊の課題です。市の行財政改革プランでは職員

削減を進めていますが、「保育士の応募がない」ことを理由に臨時化を図っていくことは問

題です。保育士の処遇改善を図り正規の保育士の確保を求めます。 

  衛生費の塵芥処理費は８億３千万円と、前年度より歳出減となっていますが、大き過ぎる

クリーンセンターは、建設費の償還とともに管理運営費が大きな負担となっており、今後の

クリーンセンターのあり方が問われています。安易なごみ袋の有料化ではなく、徹底したご

みの減量化、燃やさないごみ行政を市民とともに進めることを改めて求めるものであります。 

  本市の経済の中心である農業・商工費は、農業振興費の経営体育成事業が前年度比４５．

７パーセント減、１億８千万円の大幅な削減となっており、商工費では、消費喚起事業のプ

レミアム付商品券発行事業補助事業が取り組まれたものの、どちらも単発的な取り組みであ

り、八街の商工業者の景気の底上げや農業を支えるものとはなっていません。地域経済活性

化への思い切った取り組みが必要です。 

  また、北総中央用水事業が進められてきましたが、農家にとっては後継者問題を抱え困惑

しているのが実態であり、この事業への期待はありません。見直しをするべきです。 

  土木費では、市営住宅のあり方が問われています。高齢者の入居が多い交進・笹引・朝陽

住宅は老朽化が進み、耐震性にかけ大変危険な建物となっています。いつまで市民を危険に

さらしておくのでしょうか。高齢者が安全で安心して暮らせる高齢者住宅への建て替えが必

要です。九十九路・長谷団地は空き家が多く事業の効率性が問われます。子育て世代が利用

しやすい住宅制度の導入で全戸入居の対策をとるべきであります。 

  今、子どもの貧困率は１６．３パーセントと過去最悪となり、貧困と格差は全国的に深刻

化しています。安心して子育てができる施策が求められています。特に、全ての子どもが等

しく教育を受けるための就学援助制度は、入学準備金について文部科学省から「援助を必要

とする時期に速やかに支給する」通知が出されているのにもかかわらず、その対応はなく、

消費税増税に伴っての支給単価２．８パーセントの上乗せもなく、クラブ活動費は未支給、

生徒会費の支給は中学校のみで、支給額は半分にも満たないという状況であり、本市の就学

援助制度は十分に機能はしておりません。 
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  また、２０１２年から始まった学校図書館５カ年計画は、小学校１校当たり平均図書費４

７万３千９１円、中学校６７万７千６３０円となっていますが、平成２７年度は小学校３３

万２千２００円、中学校６０万円と、平均図書費に追い付いてはいません。 

  学校図書館整備計画は２００７年から進められてきており、既に８年も経過しています。

図書標準が達成できないのは大変問題であります。また、１２学級以上の学校には司書教諭

の配置が義務付けられております。専任の司書教務の早期の配置を求めます。 

  教材用備品への予算措置も、文部科学省部の新たな教材整備計画では、小学校１校に対す

る平均予算は３１６万円、中学校は３３４万円となっています。しかし、本市の小学校全体

で１７０万９千円、中学校は１４８万５千円と、はるかに下回るものとなっています。学校

図書関係費、教材用備品費も文部科学省は地方交付税で予算措置をしているとしていますが、

本来教育のために使われるべき予算が確保されていません。子どもたちに我慢を強いること

はあってはならず、予算編成時の一律カットではなく、教育予算確保への見直しが必要です。 

  平成２７年度は、剰余金のうち６億円を財政調整基金への積み立てとしましたが、市民の

暮の暮らし・福祉・教育に活用することを強く求め、一般会計歳入歳出決算認定に反対する

ものであります。 

○議長（小髙良則君） 

  次に、京増藤江議員の議案第１５号、第１６号、第１７号、第１８号、第１９号に対する

反対討論を許します。 

○京増藤江君 

  それでは、議案第１５号、平成２７年度八街市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の反対

討論をいたします。 

  本市の国民健康保険財政は、収納率は上がっているものの、国民健康保険税収は平成２４

年度から下がり続けています。平成２４年度の国民健康保険税収は２５億６千３６万円でし

たが、平成２７年度は２３億５千５４６万円と、約２億５００万円の減額です。いかに国民

健康保険加入者の担税力が低くなっているかがわかります。 

  平成２５年度、２６年度、２７年度と３年連統の赤字となりましたが、一般会計からの繰

り入れをやめたことが大きな原因です。こうしたもと、赤字を解消するとして、平成２７年

１２月議会では、国民健康保険税を引き上げ、一層の市民負担強化をいたしました。国民健

康保険財政の改善につながるのか大変疑問です。赤字解消のためには、早期発見・早期治療

の取り組みの強化による医療費の軽減施策、また一般財源からの法定外繰り入れが必要です。

平成２７年度は９千８５６万円の法定外繰り入れをしましたが、払える国民健康保険にする

ために、一般財政からの法定外繰り入れはどうしても必要です。 

  また、１８歳以下の子どもの均等割の廃止など、市民負担を権限する施策が求められます。

さらに、病気予防、病気の早期発見・早期治療に道を開く健診事業の無料化、保険税滞納者

が入院する際の限度額認定書交付が求められます。 

  また、開業医で作る全国保険医団体連合会の調査によると、約４割の医療機関で、経済的
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理由で治療を中断・中止する患者がいたことが明らかになっています。このことからも、国

民健康保険法４４条活用による医療費一部負担金減免が必要です。さらに、滞納者を病院か

ら遠ざける資格証明書発行の中止など市民の健康増進のために、あらゆる努力が求められて

います。 

  ２０１８年から始まる国民健康保険の「都道府県単位化」（広域化）では、収納率目標を

９１パーセントとしており、この目標を達成できなければ国民健康保険税引き上げ、医療費

の抑制をせざるを得なくなります。国民健康保険税の引き上げは、国民健康保険財政の改善

につながらないことは明らかですから、八街市としては、払える保険税の確立をすること及

び保険証１枚でいつでもどこでも安心して受けられる医療を目指すよう、要望して議案１５

号に反対をいたします。 

  それでは、続きまして、議案第１６号、平成２７年度八街市後期高齢者医療特別会計歳入

歳出の反対討論をいたします。 

  ２００８年に「医療構造改革」の柱として導入された後期高齢者医療制度の仕組みは、７

５歳以上の高齢者が増えるほど保険料にはね返る仕組みでございます。保険料値上げに加え、

年金引き下げ、介護保険料・利用料の負担増、平成２６年４月からの消費税８パーセントへ

の引き上げ、それに伴う物価の高騰などが高齢者の暮らしを悪化させている中、千葉県は２

年度ごとの制度の見直しによって、平成２６年４月には３回目の保険料改定により、所得割

を０．１４パーセント、均等割を１千３００円引き上げました。この結果、本市の保険料の

収納率は悪化し、不納欠損額、収入未済額も増加しています。 

  現在、既に払いきれない保険料となっていますが、政府は来年４月から、低所得者の保険

料を最大９割軽減している特例措置（特例軽減）を段階的に廃止しようとしています。八街

市では、後期高齢者７千３０５人、軽減対象者４千９１３人、後期高齢者の６７．２６パー

セントが引き上げとなります。特例軽減が廃止されれば、年金が月に６万６千円以上１４万

円以下の夫婦二人世帯の夫は、保険料の軽減がこれまでの８．５割から７割に下がり、保険

料は２倍になります。月６万６千円以下の人は９割から７割軽減になり、保険料は３倍に増

えます。また、後期高齢者医療制度になるまで健康保険や共済の扶養家族だった場合、軽減

が９割から５割になる人の保険料は５倍化します。３年目から全額負担になって、保険料が

１０倍以上にはね上がる人も出てきます。さらに滞納が増えてしまいます。まさに制度を導

入した当時の厚生労働省課長補佐が、「医療費が際限なく上がっていく痛みを高齢者に感じ

てもらう」と放言した事態が進んでいます。 

  高齢者の暮らしが成り立たなくなっている事態は、政府の調査によっても明らかです。総

務省「家計調査結果」によりますと、高齢者世帯の家計収支の赤字額が１０年で１．８倍に

増加したとしています。また、厚生労働省「２０１３年国民生活基礎調査の概況」によると、

６５歳以上の高齢者世帯の１６．８パーセントが「貯金がない」、４割以上が「貯蓄５００

万円未満」であり、収入の不足部分を貯金の取り崩しで補っており、たちまち底をつく世帯

が増えています。 
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  このように、高齢者の生活の困窮度が深刻さを増していますが、本市においても、「８０

歳近くなったけれど働かざるを得ないです」と、こういう方々もおられます。保険料引き上

げを促進する「特例軽減」を廃止することは断じて認められません。 

  政府は、後期高齢者医療は十分定着しているとしてきましたが、際限なく保険料を引き上

げ、高齢者の命・健康・暮らしを脅かすこの制度は廃止し、老人保健制度に戻すよう要望し、

議案第１６号に反対いたします。 

  次に、議案第１７号、平成２７年度八街市介護保険特別会計歳入歳出決算の反対討論をい

たします。 

  年金引き下げ、介護保険料引き上げ、平成２６年４月からの消費税増税、物価高など、収

入が減る中、負担増が目白押しで生活が苦しくなるばかりです。本市の介護保険財政におい

て、平成２７年度の収納率は上がっているものの、不納欠損額は前年度より増え、収入未済

額は年々増えています。 

  平成２７年から始まった第６期介護保険制度は、介護保険料を１９．８パーセントも引き

上げ、市民からは、「また、介護保険料が上がった。なぜこんなに高いのか」と悲鳴が上が

っています。保険料を引き上げながら、要支援の方々の訪問介護とデイサービスの予防給付

を介護保険から外し、特別養護老人ホーム入所対象者は原則要介護度３以上に限定するなど、

制度改悪を強行したことにも、市民の怒りが高まっています。 

  さらに、平成２７年８月からは、特定入所者介護サービス費等の給付制限、一定以上の所

得者の利用料を２割負担に、現役並み所得者の利用者負担上限額引き上げ等、改悪に次ぐ改

悪に対し、「何のための介護保険か」と市民から怒りの声が上がっているのは当然です。ま

さに、「保険あってサービスなし」の状況が強まっています。今でも、利用できにくい制度

になっているにもかかわらず、政府はさらに、要介護１、２の人への訪問介護の給付中、生

活援助部分を制度から外す、要介護２以下の人たちの福祉用具のレンタルや住宅改修を制度

から外すなど、さらなる改悪をしようとしています。 

  改悪を中止し、安心できる制度にしなければなりません。「介護が必要なとき、安心して

介護を受けたい」と市民は願っており、「保険料を払ってもサービスを受けられない」、こ

んな制度であってはなりません。そのために、制度への国庫負担を大幅に増やす必要があり

ます。そのための財源は、「消費税に頼らず、富裕層や大企業に応分の負担をしてもらう別

の道」で確保できます。 

  また、八街市は独自に介護保険料利用料の軽減・減免を実施し、市民の負担を減らすこと

が求められています。 

  以上の理由から議案第１７号に反対いたします。 

  次に、議案第１８号、平成２７年度八街市下水道事業特別会計歳入歳出決算の反対討論を

いたします。 

  平成２４年度から２７年度まで継続した第三雨水幹線事業は、「市民の皆さんにもう少し

我慢をしていただく」と、福祉・教育予算を後回しにして最優先に進められてきました。平
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成２７年度の大池排水区枝線整備工事は１億７千８１０万円投入しました。しかし、８月の

ゲリラ豪雨、台風には対応できませんでした。今後、工事のやり直しにより冠水は軽減され

ると答弁がありましたが、軽減では市民の暮らしは守れません。大雨に対応し切れない容量

であることは明らかであり、日本共産党は、将来の街づくりに禍根を残すものであり、当面

凍結するよう求めてきました。全市的な冠水の計画が必要であり、調整池や各家庭への雨水

桝設置による雨水対策などを提案してきました。 

  以上の点から、議案第１８号に反対します。 

  最後に、議案第１９号、平成２７年度八街市水道事業会計の反対討論をいたします。 

  水道事業会計は、市民に安く安全な水を安定的に供給しなければなりません。ところが、

本市の水道事業の運営指標は大変厳しい状況が続いています。水道料金の徴収率が低下して

いることからも、生活困窮世帯、障がい者世帯等への水道料金の減免が必要です。「漏水を

なくして水の無駄をなくす取り組み」は喫緊の課題です。 

  平成２７年度の有収率は７９．４パーセントであり、全国的にも取り組みは国平均、類似

団体と比較すると低い状況が続いています。対症療法的修繕では追いつかないことは明らか

です。 

  この間、八街駅の区画整理事業や大池第三雨水幹線事業最優先に進め、石綿管の更新は

遅々として進んでいません。大地震がいつ起きるかわからないと言われている状況の中で、

安定的に水を供給するために、国にも事業への支援を求めるなどして、石綿管の抜本的更新

計画を求めます。 

  また、印旛郡市広域市町村圏事務組合水道企業部繰り出し事業費は、八ツ場ダムに係る事

業ですが、八ツ場ダムは当初の基本計画の事業費は約２千１１０億円でした。その後、５回

の変更により２．５倍にも膨れ上がりました。建設の必要性、安全性などについても問題が

指摘されており、巨額の税金を投じることには異論・反対があります。水の需要が減ってい

る中で、最終的に２億５千万円も八街市が負担することになる人ッ場ダムの水は必要ありま

せん。 

  以上の理由から議案第１９号に反対いたします。 

○議長（小髙良則君） 

  次に、新宅雅子議員の議案第１４号に対する賛成討論を許します。 

○新宅雅子君 

  私は、議案第１４号、平成２７年度八街市一般会計歳入歳出決算の認定について、賛成の

立場から討論をいたします。 

  平成２７年度の予算は、歳入の根幹をなす市税収入は、生産年齢人口が年々減少している

ことから、税収の増加は見込みにくく、地方交付税についても増加が見込めない状況であり

ます。 

  一方、歳出については、厳しい社会経済状況を背景とした生活保護費や子育て関連経費等

の扶助費の伸びや、老朽化した公共施設の改修経費等の増大も予想されることから、人件費
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にもメスを入れるなど、厳しい財政運営、危機的財政状況を背景に、限られた予算を効率

的・効果的に活用するとして編成され、執行されてきました。 

  そこで、八街市の現在の財政状況を見てみますと、多くの財政需要に対応するため、過去

に多額の基金を取り崩したことから、平成２７年度末の基金は、特定目的基金を含め１８億

４千２２２万７千円となっており、また、財政の硬直化を示す経常収支比率が９０．３パー

セントと、前年度９４．９パーセントより若干回復いたしましたが、依然として硬直化は進

んでおります。人口減少問題や少子高齢化問題への対応をはじめ、今後も増加が見込まれる

社会保障費、老朽化した各施設修繕費等の財政需要にどう対応するかが、大きな課題となっ

ております。 

  このように非常に厳しい財政状況の中ではありますが、平成２７年度の予算執行にあたり

ましては、創意工夫のもと、関連する事業へのさまざまな取り組みが進められております。 

  まず、「八街市総合計画」で掲げた将来都市像「ひと、まち、みどりが輝くヒューマンフ

ィールドやちまた」の実現に向け、８つの施策が推進されております。 

  まず、「一の街 めざします！ 便利で快適な街」では、公共交通対策やふれあいバス運

行事業のほか、市内道路の改良工事や維持修繕工事、榎戸駅自由通路整備及び駅舎橋上化に

係る事業などが行われ、良好な都市空間の形成とともに、市民生活の利便性を支える交通ネ

ットワークの充実を図る施策が行われました。ふれあいバスのさらなる利便性の向上と橋上

榎戸駅の早期開設を望みます。 

  「二の街 めざします！ 安全で安心な街」では、ＬＥＤ灯の設置、防災備蓄倉庫の整備

や備蓄用資機材等の充実、さらには、自主防災組織に対する運営補助や、第５分団水槽付き

小型ポンプ積載車の購入などがなされ、犯罪や交通事故の少ない防犯・防災体制の充実した

街を目指した施策が行われました。災害に強い街を目指すのはもちろん、有事の際、迅速・

適確な対応ができるよう適宜防災訓練を実施し、また、業務継続計画の早期策定が必要と考

えます。 

  「三の街 めざします！ 健康と思いやりにあふれる街」では、まず、おやこサロンの開

設により、子育て支援サポーターに悩みや不安を気軽に相談することができ、同じ子育て中

の親子の交流の場や情報が提供されていることは、大きく評価いたします。また、臨時福祉

給付金給付事業、児童手当・児童扶養手当の支給、障害者支援事業などがなれており、その

他、各種予防接種事業や子ども医療費助成事業などがなされ、地域の福祉力を高め、地域で

支え合いながら、民間と行政とが連携して福祉の充実を推進していく施策が行われました。

今後は、誰もが住みなれた地域で、生涯にわたり生き生きと暮らすことができる街を目指し

ていただくように、強く要望いたします。 

  「四の街 めざします！ 豊かな自然と共生する街」では、クリーンセンター関連の経費、

道路排水・流末排水施設整備事業など、恵まれた豊かな自然環境を守り、いつまでも自然と

触れ合うことのできる街を目指すとともに、市民一人ひとりが自然の大切さを認識する自然

環境にやさしい街を目指した施策が行われました。引き続き、生活環境の整備や循環型社会
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の推進に努めていただくとともに、さらなる公園整備と公園管理の充実を望むところでござ

います。 

  「五の街 めざします！ 心の豊かさを感じる街」では、屋内運動場非構造部材耐震改修

工事が進められ、安全な学習環境が整備されるとともに、保護者への経済的支援として、児

童・生徒援助奨励費や私立幼稚園就園奨励費の補助、老朽化対策としては、中央公民館、ス

ポーツプラザ、給食センターの施設整備などが行われ、市民一人ひとりがいつでも学習機会

を得、スポーツに親しむことができる街を目指した施策が行われました。なお、昭和６２年

開館以来、多くの方に利用され愛されている郷土資料館の老朽化対策の検討を、強く希望す

るものでございます。 

  「六の街 めざします！ 活気に満ちあふれる街」では、農業後継者対策として、青年就

農給付や新規就農者就農支援が行われ、農業への定着が図られております。また、消費活動

の促進としてのプレミアム付商品券発行事業補助や、人口減少・少子高齢化対策としての農

業体験ツアー事業等補助、観光用パンフレット発行等事業補助、農業体験インターンシップ

事業など、地域特性を十分に活かし、持てる力を最大限に発揮できる街を目指す施策が行わ

れました。今後も、食の安全・安心や地産地消、環境への配慮など、時代の変化に対応した

農業振興を強く望むものでございます。 

  「七の街 めざします！ 市民とともにつくる街」では、市民と行政の役割分担を確立し、

市民やまちづくり団体がいきいきと活動する基本的なルール、「協働のまちづくり指針」が

策定されたことにより、一層協働の認識が深まり、市民参加や市民活動が進んでいくことと

思います。また、人口ビジョンと総合戦略が策定され、具体的な施策として、空き家実態調

査業務のほか、市ＰＲパンフレット作成業務や市ＰＲビデオ作成業務、婚活イベントなど、

急速な少子高齢化の進展と人口減少に対応されております。中でも、作成されたパンフレッ

トやビデオは今までの八街にはなく、評価すべきであり、これらを有効活用し、さらなるＰ

Ｒ活動を行っていくことを希望いたします。 

  最後に、８点目の「八の街 めざします！ 市民サービスの充実した街」では、基本構想

の見直しが行われ、１０年間のまちづくりの指針となる「八街市総合計画２０１５」が策定

されたことから、社会経済情勢の変化を的確に捉えたサービスを提供し、持続的な発展する

街づくりが進められることとなります。そのほか、総合行政情報システム・各種システムの

運用及び管理経費など、各分野での電子化が推進されておりますが、まずは職員あってのも

のだと考えますので、職員の意識改革を含めた研修を充実していただきたい。そして、今後

も最小の費用で最大の効果を上げる行財政運営を進めていただきたいと思います。 

  なお、市民と行政が情報を共有し、透明性の高い行政運営を確立するため、市政情報を幅

広く公開する方法の１つとしてホームページがありますが、よい評価はあまり耳にいたしま

せんので、さらなる一考をお願いいたします。 

  以上のとおり、「八街市総合計画」に登載された事業を推進しながら、人口減少問題や少

子高齢化対策につながる施策を推進し、市長が公約として掲げたまちづくりにも取り組むな
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ど、新規事業にも着手しており、高く評価いたします。 

  しかしながら、監査委員からの報告にもありましたが、財政健全化比率の数値を見る限り、

健全化は保たれているように見受けられますが、依然として厳しい財政状況であり、一層の

緊張感をもった財政運営を行いながら、将来に向けた準備を確実に進めるためにも、八街市

総合計画の内容を丁寧かつ強力に推進すべきであることを要望するとともに、今後も引き続

き、市税等徴収対策本部や行財政改革推進本部を中心に財政健全化の維持に努めていただき

たく、八街市の将来像の実現を目指すため、緩みのない行財政運営をお願いして、賛成討論

といたします。 

  以上でございます。 

○議長（小髙良則君） 

  次に、角麻子議員の議案第１５号に対する賛成討論を許します。 

○角 麻子君 

  私は、議案第１５号、平成２７年度八街市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて、賛成の立場から意見を述べさせていただきます。 

  国民健康保険特別会計は、年々増大する医療費負担により極めて厳しい財政状況であり、

国民健康保険の事業運営には大変苦慮しているものと認識をしております。 

  歳入については、共同事業交付金の大幅な増額等により、１５億２千９５８万８千円増加

している一方、歳出は保険給付費や共同事業拠出金の増により１５億７千４４２万５千円増

加しています。このことから、平成２７年度の決算については３億２千８４０万６千円の歳

入不足となっています。 

  歳入については、保険税の収納率は、平成２６年度の８４．４７パーセントから、平成２

７年度は８６．０９パーセントと上昇しており、市税等徴収対策本部を中心とした全庁体制

での収納対策の効果があらわれたものと思われます。また、一般会計についても厳しい財政

状況の中、９千８５６万４千円の制度外繰入を行っており、歳入確保への努力が伺えます 

  歳出では、保険給付費は増加傾向にありますが、その伸び率は、平成２６年度の前年比３．

２パーセントの増から、平成２７年度の対前年比は２．５パーセントと、若干ではあります

が縮小されており、医療費を抑制するため、特定健康診査や人間ドック助成などの保健事業

の充実に努めたことが伺えます。 

  今後も国民健康保険事業運営の健全化に重点を置き、医療費の動向を慎重に把握するとと

もに、健全な財政運営に一層の努力をされることを要望いたしまして、賛成討論といたしま

す。 

○議長（小髙良則君） 

  次に、山田雅士議員の議案第１６号、第１７号、第１８号に対する賛成討論を許します。 

○山田雅士君 

  議案第１６号、平成２７年度八街市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について、

賛成の立場から意見を述べさせていただきます。 
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  後期高齢者医療制度は、平成２０年４月の制度発足後、たび重なる保険料軽減策が講じら

れており、現在も被保険者の負担軽減は継続されています。また、加入者が諸般の事情によ

り、仮に納期どおり保険料を支払えず、保険料が滞ったとしても、全員に保険証が行き渡る

よう配慮されております。 

  保険料収納率は９５．８６パーセントであり、市税と比較すると高い水準にあります。も

ちろん保険料は安いにこしたことはありませんが、現在の超高齢化社会の中で、国民健康保

険をはじめとした健康保険制度を守っていくためには、加入者の皆様方に一定の負担をお願

いしなければ制度が成り立たないことも事実であります。 

  このような中で、後期高齢者医療制度では、都道府県単位の広域連合が運営主体となるた

め、広域化による財政基盤の強化が図られ、高齢者に適切な医療給付が行われたものと思っ

ております。また、人間ドックの助成により、健康の維持や今後の医療費削減へとつながっ

ていくことと思われます。 

  最後に、市長並びに職員の皆様方におかれましては、この街に住む方が安心して暮らして

いけるよう、後期高齢者医療制度の充実のため、より一層の努力を講じるよう要望いたしま

して賛成討論といたします 

  次に、議案第１７号、平成２７年度八街市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につきま

して、賛成の立場から意見を述べさせていただきます。 

  平成２７年度末における本市の６５歳以上の高齢者人口は１万８千７６２人、要介護・要

支援者認定者は２千３８４人であり、制度開始の平成１２年度と比較いたしますと、高齢者

人口は２倍に、要介護・要支援認定者は２．８倍に増加し、高齢化社会が急速に進展するう

え、いわゆる“団塊の世代”が高齢化を迎える状況であり、今後ますます介護保険制度が、

老後を支える制度として定着かつ拡充が求められているところであります。 

  平成２７年度は、第６期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の初年度でありますが、この

計画の中において、「高齢者が自分らしく、住み慣れた地域の中でいきいきと暮らし続ける

ことができるまちを目指す」という基本理念を掲げ、７つの基本目標を揚げています。 

  その１つとして、「介護保険サービスの充実」では、この初年度において、特別養護老人

ホーム８０床を開設し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスや小規模多機能型居宅

介護サービスにおいて、平成２９年４月の開所に向け準備していると聞いております。 

  また、「生涯にわたる健康づくりの推進」において、健康づくりや介護予防事業に参加し

やすい環境づくり並びに「高齢者が安心して暮らすことができるまちづくり」においては、

市の広報紙やホームページに加え、地域の民生委員を通じて必要な情報提供を行うとともに、

見守りが必要な高齢者や災害時に援助を要する高齢者の情報提供等を行い、きめ細やかな情

報交換が交わされてきており、民生委員・担当職員のご苦労が伺われるところです。 

  また、介護給付費については、第６期初年度において、給付費の見込みに大きな乖離は見

られず、順調な滑り出しができたのではないかと感じているところであり、介護保険財政の

健全性、持続性の確保に十分努力の跡が見られるところであります。 
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  今後も、本市の実情を踏まえた高齢者福祉の拡充、介護保険財政の健全性、持続性の確保

を要望いたしまして、平成２７年度八街市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に賛成いた

します。 

  次に、議案第１８号、平成２７年度八街市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て、賛成の立場から意見を述べさせていただきます。 

  この決算は、歳入については、非常に厳しい財政状況の中、国庫補助金等を最大限に活用

しながら自主財源の確保に努め、地方債においては資本費平準化債を借り入れ、一般会計か

らの歳入が必要最小限に抑えられております。 

  歳出については、厳しい財政状況を考慮し、費用対効果を念頭に適正かつ厳格に執行され

ております。 

  また、市街地における冠水を早期に解消し、市民生活の改善を図るため、大池第三雨水幹

線整備業務に対し支出するなど、限られた財源を有効に活用しております。 

  以上のことから、私は、平成２７年度八街市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて、賛成いたします。 

  以上です。 

○議長（小髙良則君） 

  次に、山口孝弘議員の議案第１９号に対する賛成討論を許します。 

○山口孝弘君 

  それでは、私は議案第１９号、平成２７年度八街市水道事業会計決算の認定について、賛

成の立場から討論をさせていただきます。 

  この決算は、布設改良工事として、上水道更新工事を５カ所実施し、また、漏水工事は昨

年度から２８件増の１６７件行い、有収率を０．２ポイント増の７９．４パーセントにする

など努力の跡が見られ、費用対効果を念頭に、適切かつ厳格に執行されております。 

  今後、厳しい経営状況が懸念され、人口減少に伴い、事業収入の根幹となる給水収益の増

加が見込めないことから、計画的に老朽管等の更新計画を立てて実施され、経営の安定と安

心・安全な水を今よりも多くの方に届けられるよう努力されますことをお願い申し上げまし

て、賛成討論といたします。 

○議長（小髙良則君） 

  ほかに討論の通告はありません。 

  これで討論を終了します。 

  これから採決を行います。採決は分割して行います。 

  最初に、議案第１４号、平成２７年度八街市一般会計歳入歳出決算の認定についてを採決

します。 

  この議案に対する委員長報告は認定です。この議案は原案のとおり認定することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（起 立 多 数） 
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○議長（小髙良則君） 

  起立多数です。議案第１４号は原案のとおり認定されました。 

  次に、議案第１５号、平成２７年度八街市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いてを採決します。 

  この議案に対する委員長報告は認定です。この議案は原案のとおり認定することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（起 立 多 数） 

○議長（小髙良則君） 

  起立多数です。議案第１５号は原案のとおり認定されました。 

  次に、議案第１６号、平成２７度八街市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ

いてを採決します。 

  この議案に対する委員長報告は認定です。この議案は原案のとおり認定することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（起 立 多 数） 

○議長（小髙良則君） 

  起立多数です。議案第１６号は原案のとおり認定されました。 

  次に、議案第１７号、平成２７年度八街市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について

を採決します。 

  この議案に対する委員長報告は認定です。この議案は原案のとおり認定することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（起 立 多 数） 

○議長（小髙良則君） 

  起立多数です。議案第１７号は原案のとおり認定されました。 

  次に、議案第１８号、平成２７年度八街市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

てを採決します。 

  この議案に対する委員長報告は認定です。この議案は原案のとおり認定することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（起 立 多 数） 

○議長（小髙良則君） 

  起立多数です。議案第１８号は原案のとおり認定されました。 

  次に、議案第１９号、平成２７年度八街市水道事業会計決算の認定についてを採決します。 

  この議案に対する委員長報告は認定です。この議案は原案のとおり認定することに賛成の

議員の起立を求めます。 

（起 立 多 数） 

○議長（小髙良則君） 

  起立多数です。議案第１９号は原案のとおり認定されました。 
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  決算審査特別委員会に付託されていた案件については、ただいま本会議において全て認定

されました。これで決算審査特別委員会を解散いたします。 

  会議中ですが、ここで１０分間休憩します。 

（休憩 午後 ２時４６分） 

（再開 午前 ２時５５分） 

○議長（小髙良則君） 

  再開します。 

  休憩前に引き続き会議を開きます。 

  日程第４、議案の上程を行います。 

  議案第１号から議案第１４号を一括議題とします。ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（小髙良則君） 

  異議なしと認めます。 

  議案第１号から議案第１４号の提案理由の説明を求めます。 

○市長（北村新司君） 

  本日ここに、平成２８年１２月第４回八街市議会定例会を招集いたしましたところ、議員

の皆様にはご多用のところご参集いただき、誠にありがたく御礼申し上げます。 

  提案理由の説明に先立ちまして、ご報告させていただきます。 

  既にご案内のことでございますが、１１月２日の朝、国道４０９号のイオン八街店交差点

付近において、歩道を歩いて集団登校していた朝陽小学校の児童の列に、歩道を乗り越えて

きたトラックが衝突し、４名の児童がけがをし、うち１名が重傷を負う痛ましい事故が発生

いたしました。幸いにもけがをした児童は快方に向かっているとのことでございますが、今

後、このような事故が発生しないよう、教育委員会・学校では、全児童を対象として、交通

安全指導の徹底と登校時の街頭指導を行うとともに、必要に応じカウンセラーによるカウン

セリングを行うなどの心のケアも実施することといたしました。 

  また、市では１１月４日に千葉県印旛土木と、１１月１０日には佐倉警察署等と現地調査

を実施し、交差点の事故防止について協議検討を行ったところでございます。現地調査の結

果から、市では１１月２２日に印旛土木に対して、歩道の安全対策についての要望書を提出

したところでございます。 

  市としては二度とこのような事故が起こらないよう今後も関係機関と連携を密にして、交

通安全対策を進めてまいりたいと考えております。 

  次に、千葉東金道路山田インターチェンジ下り線出口付近における案内標識への「八街

市」の表示についてでございます。 

  山田インターチェンジ付近における八街市の表示は、補助板を設置して表示をしていたと

ころでございますが、目立たずわかりづらい状況にありました。このことから、昨年末にＮ

ＥＸＣＯ東日本に対して、案内標識に「八街市」の名称を表示するよう要望したところ、こ
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のたび、ＮＥＸＣＯ東日本のご配慮により、案内標識に「八街市」を表示していただきまし

たので、ご報告させていただきます。 

  次に、１１月９日には、昨年に引き続き、安倍内閣総理大臣と直接面会する機会をいただ

き、落花生業者会の皆様とともに、本市特産品であります八街産落花生のＰＲ活動を、総理

官邸において行ってまいりました。試食をした安倍総理からは、「今年も大変美味しい落花

生ができましたね」と、お褒めの言葉を頂戴したところでございます。今後におきましても、

本市特産品のＰＲ活動につきましては、引き続き、あらゆる機会を捉え、積極的に行ってま

いりたいと考えております。 

  次に、１１月２０日に開催いたしました平成２８年度第３９回「八街市産業まつり」につ

いてでございます。 

  今年は、台風や長雨などの影響により、野菜の生育を心配していたところでございますが、

産業まつりには大変良質な農作物が出品されました。また、産業まつり当日は、市内外から

多くの来場者にお越しいただきました。産業まつり実行委員会を中心に、多くの団体、関係

者の皆様のご協力によりまして、大変賑わいのある産業まつりとすることができましたこと、

心から御礼申し上げます。 

  最後になりますが、株式会社ゆうちょ銀行では全国各地のマチへの想いをつづった「ゆう

ちょマチオモイカレンダー２０１７」を制作しています。全国に広がる郵便局ネットワーク

を通じて、地域に寄り添う金融機関を目指し、全ての都道府県から厳選した４８のマチを紹

介しているものでございます。 

  今年度は１２０万部を作成し配布するとのことでございますが、その中で２０１７年の千

葉県のマチとして八街市が選ばれています。八街市と落花生の「千葉半立」、「おおまさ

り」などが紹介されており、本市のＰＲにつながる大変ありがたい内容となっておりますの

で、機会がございましたら、ぜひごらんいただきますようお願いいたします。 

  それでは、提案いたしました各議案についてご説明申し上げます。 

  本定例会に提案いたしました案件は、条例の改正９件、市道路線の認定１件、平成２８年

度八街市一般会計補正予算、平成２８年度八街市介護保険特別会計補正予算、平成２８年度

八街市下水道事業特別会計補正予算、平成２８年度八街市水道事業会計補正予算の、合計１

４議案でございます。 

  議案第 1号は、八街市議会議員及び八街市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例の制定についてでございます。 

  これは、公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の施行により公費負担の金額が改正さ

れたことに伴い、条例等の一部を改正するものであり、公職選挙法施行令に規定する公営単

価については、国会議員の選挙等の執行基準に関する法律と人件費及び物価の変動等を考慮

する共通の考え方によって、３年に一度の参議院議員通常選挙の年に、その基準額の見直し

を行うことを例としているところ、平成２６年４月施行の５パーセントから８パーセントへ

の消費税増税を踏まえて、今回公費負担の限度額が３パーセント分引き上げられたことから、
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同法施行令を引用する部分について、所要の改正をするものでございます。 

  議案第２号は、八街市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正

する条例の制定についてでございます。 

  これは、議案第 1号と同様に公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の施行により公費

負担の金額が改正されたことに伴い、平成２６年４月施行の５パーセントから８パーセント

への消費税増税を踏まえて、今回公費負担の限度額が３パーセント分引き上げられたことか

ら、同法施行令を引用する部分について、所要の改正をするものでございます。 

  議案第３号は、八街市一般職の職員の給与等に関する条例及び八街市一般職の任期付職員

の採用等に関する条例の一部を改正する条例の制定についてでございます。 

  これは、今年度の人事院勧告及び県人事委員会勧告に鑑み、公民較差を縮め、職員の給与

を適正水準に保つため、給与表の引き上げ及び期末・勤勉手当並びに扶養手当の見直しに伴

い、所要の改正をするものでございます。 

  議案第４号は、非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定についてでございます。 

  これは、千葉県の最低賃金及び本市臨時職員等の最低賃金が引き上げられたことに伴い、

市税等収納補助員の報酬月額について改正する必要が生じたため、所要の改正をするもので

ございます。 

  議案第５号は、八街市税条例の一部を改正する条例の制定についてでございます。 

  これは、地方税法の改正に伴い、普通徴収に係る個人市民税及び法人市民税の賦課額の変

更または決定及びこれらに係る延滞金の徴収に係る規定等が改正されたことにあわせ、所要

の改正をするものでございます。 

  議案第６号は、八街市指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例の制定につ

いてでございます。 

  これは、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律による介護保険法の改正に伴い、地域密着型サービス事業に係る人員・設備・運

営等に関する基準省令が改正されたことにあわせ、所要の改正をするものでございます。 

  議案第７号は、八街市指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正する条例の

制定についてでございます。 

  これは、指定地域密着型介護予防サービスの人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準が改正されたこと

にあわせ、所要の改正をするものでございます。 

  議案第８号は、八街市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定についてでござい

ます。 

  これは、国民健康保険被保険者の税負担の公平性の維持及び中間所得層の負担軽減を図る

ため、医療保険分及び後期高齢者支援金分の課税限度額を引き上げること、また市民税で分

離課税される特例適用利子等の額及び特例適用配当等の額を国民健康保険税の所得割額の算
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定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めることなど、所要の改正をするものでございます。 

  議案第９号は、八街市八街都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてでございます。 

  これは、平成２６年度に公共下水道（汚水）の事業認可計画を変更し、認可区域１７．７

ヘクタールを加えたため、この区域を新たに八街第６負担区とし、その単位負担金額を設定

するため、所要の改正をするものでございます。 

  議案第１０号は、市道路線の認定についてでございます。 

  これは、寄附及び開発行為により帰属を受けた道路について、新たに八街字追分台地先の

市道二区６５号線ほか、１１路線を市道として認定するものでございます。 

  議案第１１号は、平成２８年度八街市一般会計補正予算についてでございます。 

  この補正予算は、既定の予算に歳入歳出それぞれ３億６千２６５万６千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を２０４億４千５１７万２千円とするものでございます。 

  歳入につきましては、国庫支出金２億７千８８８万７千円、県支出金１５２万９千円、繰

越金６千７５９万７千円、諸収入１千１７７万８千円、市債２３０万円を増額するのが主な

ものでございます。 

  歳出につきましては、全体の人件費の補正として、本年の千葉県人事委員会勧告に準拠し

た給与改定及び休職等に伴う給料や手当などの組み替えを行い３１６万８千円の増、次に総

務費として平成２７年度の交付税精算に伴う震災復興特別交付税返還金５千７２５万３千円、

社会保障・税番号制度システム整備業務１５５万９千円、民生費として平成２７年度の交付

金精算に伴う生活困窮者自立支援事業負担金返還金１２６万４千円、負担金確定に伴う生活

保護費負担金返還金４千３４５万１千円、臨時福祉給付金給付事業費２億１８９万２千円、

重度心身障害者（児）医療費助成事業２千４８８万９千円、衛生費として市上水道経営戦略

策定に係る補助金５００万円、未熟児養育医療費２７７万１千円を計上し、教育費として小

学校施設整備事業費２４０万円、中央公民館整備事業費２９２万３千円、災害復旧費として

台風９号等に伴う道路橋りょう災害復旧工事費６０５万９千円を増額するのが主なものでご

ざいます。 

  また、臨時福祉給付金給付事業費につきましては、平成２８年度中に支出が完了しない見

込みであるため、繰越明許費限度額２億１８９万２千円を設定するとともに、平成２９年度

以降に支出が予定される事業について、債務負担行為を追加いたします。追加する債務負担

行為は、業務委託に関するもの３５件、消耗品・備品等の購入に関するもの５件、印刷業務

に関するもの２件、利子補給に関するもの１件の合計４３件でございます。 

  議案第１２号は、平成２８年度八街市介護保険特別会計補正予算についてでございます。 

  この補正予算は、既定の予算に歳入歳出それぞれ４８８万２千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を４６億２千７６３万６千円とするものでございます。 

  歳入につきましては、国庫支出金１５６万５千円、支払基金交付金１７５万３千円、県支

出金７８万２千円、繰入金７８万２千円を増額するものでございます。 
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  歳出につきましては、地域支援事業費６２６万２千円を増額し、基金積立金１３８万円を

減額するものでございます。 

  また、平成２９年度以降に支出が予定される事業について、債務負担行為を追加いたしま

す。追加する債務負担行為は、業務委託に関するもの１件でございます。 

  議案第１３号は、平成２８年度八街市下水道事業特別会計補正予算についてでございます。 

  この補正予算は、既定の予算に歳入歳出それぞれ７５万円を追加し、歳入歳出予算の総額

を８億１千４８６万２千円とするものでございます。 

  歳入につきましては、繰越金７５万円を増額するものでございます。 

  歳出につきましては、人事院勧告等に準拠した給与・手当の改正による一般職員人件費７

５万円を増額するものでございます。 

  また、平成２９年度以降に支出が予定される事業について、債務負担行為を追加いたしま

す。追加する債務負担行為は、業務委託に関するもの２件でございます。 

  議案第１４号は、平成２８年度八街市水道事業会計補正予算についてでございます。 

  この補正予算は、収益的収入につきましては、既定の予算に５１５万７千円を追加し、収

益的収入の総額を１０億９千１８１万２千円とするものでございます。 

  収益的支出につきましては、既定の予算に４４１万６千円を追加し、収益的支出の総額を

１０億４千４６万９千円とするものでございます。 

  資本的支出につきましては、既定の予算から１５万５千円を減額し、資本的支出の総額を

４億５９６万６千円とするものでございます。 

  また、平成２９年度以降に支出が予定される事業について、債務負担行為を追加いたしま

す。追加する債務負担行為は、業務委託に関するもの２件、消耗品・備品等の購入に関する

もの１件の合計３件でございます。その他、一般会計からの補助金として、経営戦略策定に

要する経費５００万円を追加するものでございます。 

  以上で、提案いたしました議案の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議くださ

いますようお願い申し上げます。 

○議長（小髙良則君） 

  日程第５、休会の件を議題とします。 

  明日２９日から３０日までの２日間を、議案調査のため休会したいと思います。ご異議あ

りませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（小髙良則君） 

  ご異議なしと認めます。明日２９日から３０日までの２日間、休会することに決定しまし

た。 

  本日の日程は全て終了しました。 

  本日の会議はこれで終了します。 

  １２月１日は午前１０時から本会議を開き、市政に対する一般質問を行います。 
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  議員の皆様に申し上げます。１２月７日に議案に対する質疑を予定していますので、質疑

のある方は１２月２日午後１時までに通告書を提出するようお願いいたします。 

  なお、所属する常任委員会の所管する議案については、原則として質疑を避けるようお願

いいたします。 

  この後、議会だより編集委員会を開催しますので、関係する議員は第２会議室にお集まり

ください。 

  ご苦労さまでした。 

（散会 午後 ３時１５分） 
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○本日の会議に付した事件 

 １．会議録署名議員の指名 

 ２．会期の決定 

 ３．閉会中の継続審査の件 

   議案第１４号から議案第１９号 

   委員長報告、質疑、討論、採決 

 ４．議案の上程 

   議案第１号から議案第１４号 

   提案理由の説明 

 ４．休会の件 

……………………………………………………………………………………………………………… 

（９月定例会継続審査） 

議案第14号 平成２７年度八街市一般会計歳入歳出決算の認定について 

議案第15号 平成２７年度八街市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第16号 平成２７年度八街市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第17号 平成２７年度八街市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第18号 平成２７年度八街市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第19号 平成２７年度八街市水道事業会計決算の認定について 

（１２月定例会） 

議案第１号 八街市議会議員及び八街市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

議案第２号 八街市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

議案第３号 八街市一般職の職員の給与等に関する条例及び八街市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第４号 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

議案第５号 八街市税条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第６号 八街市指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第７号 八街市指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

議案第８号 八街市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第９号 八街市八街都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

議案第10号 市道路線の認定について 

議案第11号 平成２８年度八街市一般会計補正予算について 
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議案第12号 平成２８年度八街市介護保険特別会計補正予算について 

議案第13号 平成２８年度八街市下水道事業特別会計補正予算について 

議案第14号 平成２８年度八街市水道事業会計補正予算について 

 


